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1 特別法人税の撤廃

①　特別法人税の存在が、今般制度が
導入された確定拠出型年金制度の普
及や、今後企業年金法の下で運用され
ていく確定給付型年金も含めた企業年
金制度全般の運用に多大な影響を与
えることが予想されるため、廃止を強く
要望する。
②　年金税制については、拠出時・運
用時非課税、受給時課税の原則を徹
底し、さらに平成16年度税制改正要綱
にて決定した公的年金等控除及び老
齢者控除の縮小・廃止によって将来的
に得られる財源は、特別法人税を撤廃
することによる財源不足の穴埋めとし
て将来的に最優先で確保されてゆくべ
きである。

特別法人税については、平成17年3月31日迄
で凍結の延長期限切れとなる。諸外国におい
ては年金税制を拠出時・運用時非課税、受給
時課税とするのが通常であり、我が国のように
運用時に課税する例はない。特別法人税の課
税については、前述の通り現在凍結中である
が、これが再び課税されることとなった場合、
新型企業年金や確定拠出型年金の運営上大
きな負担となり、公的年金を補完する役割を担
う企業年金制度の維持が困難になる恐れが強
い。このような特別法人税については、今後企
業年金制度が果たす役割についても十分に考
慮した上で、撤廃されるべきである。
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（厚生年金基金、DB、CB全般）
給付減額に関する要件の緩和・法
的枠組の整備、及び受給（権）者の
給付減額手続きにおける最低積立
基準額相当の支給の見直し（1）

①(1)　各年金制度における加入者に
関する給付引下げについては、現在母
体企業の経営状況の悪化など止むを
得ない場合に加入者の3分の2以上の
同意を取ることが必要であるとされてい
るが、この加入者に対する給付減額な
どの給付利率の変更、掛金の算定等
については、これを加入者の3分の2未
満で組織する労働組合の同意によって
も可能とするなどの緩和措置が必要で
ある。
(2)　さらに外部環境の変化に対して、
加入者に対する給付減額を実施する
場合であっても、受給（権）者への適用
が可能とならない限り公平感に欠け、
企業年金制度の抜本的改善にも限定
的な効果しかもたらさない。しかも現在
では受給（権）者に対する給付減額を
可能とする法的枠組みが整備されてい
ないことからも、是非、受給（権）者の給
付減額について私法上効力が認めら
れるような法的枠組の整備も同時に検
討してもらいたい。

①(1)　現行の制度では、加入者に対する給付
引下げの認可基準が厳しく、さらに受給（権）者
に対しては給付引下げの法的枠組みさえ整備
されていない。そのため現在の制度では、年金
給付金額について絶対金額が基準になってお
り、当初設定した金額が減額されることを「不
利益変更」と判断している。しかしながら、最近
のような低成長、デフレ経済下にあっては、3分
の2未満で組織する労働組合の同意がある場
合においても、経済実態にあわせた給付額の
決定が出来るような制度が不可欠であるとい
える。
(2)　なお、企業年金は公的年金と異なり、母体
企業の健全な存続が、安定した企業年金制度
の維持運営には不可欠であるため、給付の見
直しに関しては、加入者と受給(権)者の両者を
視野に入れた設計が可能となるような法的枠
組みの整備が不可欠である。

厚生年金保険法
確定給付企業年金法

厚生労働省
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（厚生年金基金、DB、CB全般）
給付減額に関する要件の緩和・法
的枠組の整備、及び受給（権）者の
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②(1)　給付減額時に、受給（権）者が希
望した場合の一時金清算については、
各社の制度上の選択一時金金額とす
ることを認めるべきである。
(2)　また、給付減額時の一時金清算に
ついては、上記の選択一時金に加え
て、裁定当時の算出基準に基づく最低
積立基準額での一時金清算も認める
べきである。
(3)　給付減額時のみならず、制度終了
時にも受給（権）者／加入者に最低積
立基準額を分配することとなっている
が、会社の退職金制度の一部としての
年金制度という側面も考慮して、各社
の制度上の選択一時金での分配を認
めて貰いたい。特に、加入者（従業員）
に対して、最低積立基準額で分配する
ことは明らかに過大である。

②(1)　受給（権）者の給付減額を行う場合には、当
該受給（権）者が希望したときには、最低積立基準
額相当を一時金として受け取ることができる等、減
額前の最低積立基準額が確保される措置が必要に
なっている。
(2)　しかし、企業年金については退職一時金からの
移行が一般的である実態を踏まえると、希望者に対
する一時金清算を行う場合、労使が退職一時金と
して認識している各社の制度上の選択一時金を用
いるのが妥当と考えられる。
(3)　現行の割引率を適用すると、最低積立基準額
相当の支給額は選択一時金ベースと比較して過大
になり過ぎる。このため、受給(権)者の大部分が一
時金清算を選択することが想定され、結果として、
年金制度の維持という趣旨に合致しないだけでな
く、年金財政に致命的な影響を及ぼしかねない。例
えば厚生年金基金では、平成9年以前に裁定を行っ
た受給（権）者については、当時の予定利率が法令
等により5.5%に制約されていたことを考えると、現在
の算出基準による最低積立基準額で一時金清算す
ると、負担が大幅に増大してしまう。
(4)　例えば、現在、厚生年金基金の解散時には、
当面の措置として「最低責任準備金以上、最低積
立基準額以下で規約に定める額（労使合意した
額）」の資産を保有していれば、一括拠出を行う必
要がなく、最低積立基準額以下で規約に定める額
（労使合意した額）から最低責任準備金を除いた金
額を分配することが認められている。
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4 過去勤務債務の一括償却

確定給付企業年金制度と併せて、既存
制度からの円滑な移行を図る観点、並
びに年金財政の健全化促進を図る観
点から、過去勤務債務の一括償却を含
め償却期間の弾力化が必要である。具
体的には、現在、償却率の上限が50%
（定額償却の場合は3年）であるところ
を、一括償却（100%償却、1年償却）も
含め50%（3年）以上の償却も認めるべ
きである。

確定給付企業年金制度と併せて、既存制度か
らの円滑な移行を図る観点、並びに年金財政
の健全化促進を図る観点から、過去勤務債務
の一括償却を含め償却期間の弾力化が必要
である。具体的には、現在、償却率の上限が
50%（定額償却の場合は3年）であるところを、
一括償却（100%償却、1年償却）も含め50%（3
年）以上の償却も認めるべきである。

確定給付企業年金法 厚生労働省
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（税制適格年金）
税制適格年金において時価主義の
導入も可能に

①　税制適格年金は、実態的には簿価
であることを求められているのは税制
適格性のみであり、他の実務では時価
をベースに行うのが今後の主流であ
る。以上から、厚生年金基金では時価
ベースに移行したことや、さらに新企業
年金（DB,DC,CB）での評価も時価主義
であることから、税制適格年金につい
ても従来の簿価主義による評価に加
え、時価主義で評価することも選択肢
として認めるべきである。

税制適格年金が簿価主義であることの問題点
は次の通りである。
①　退職給付会計が時価主義であることとの
整合性がとれない。
②　厚生年金基金や新企業年金が時価主義で
あることとの整合性がとれない。
③　簿価主義の場合、運用機関の入替えな
ど、効率化を行うための施策を実行した場合
に、必要以上に実現損益が発生し、それにより
企業本体のキャッシュフローに影響を与えるこ
と。
④　運用は時価の極大化を目指すものであり、
簿価の極大化には意味がないことから、運用
収益の計測は時価ベースで管理することがも
はや常識となっていること。
⑤　必要以上の実現益捻出は、運用の効率性
を阻害すること。
⑥　時価に対する割合で算定することが合理
的との判断から、信託銀行、投資顧問会社の
報酬は時価ベースに基づく場合が多いこと。

法人税法
厚生労働省
国税庁
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（厚生年金基金）
会社分割による新会社や会社合併
等における基金の連合設立認可要
件の緩和

①　労働契約継承法による基金の連合
設立等に関する認可基準を緩和し、制
度への継続加入について柔軟な対応
が可能となるよう手当てされるべきであ
る。例えば確定給付企業年金と同様な
認可基準とできないか。
②　更に、事業所編入認可申請時の必
要資料等を簡略化し、事務負担の軽減
に配慮すべきである。

①　労働契約継承法による分社会社等におい
ては、分社後も従来の労働条件等を継承する
ことが原則であり、企業年金制度においても何
ら変わりがない中で、承継のための認可申請
においては、該当者の個別の同意や承認が必
要など過度な手続きが必要となっている。
②　このままでは、事業の分割・合併等が加速
される中で(1)事業の分割・合併等の形態が多
様化していること、(2)企業間の資本関係につ
いても、持ち株会社の介在等により直接的な
関係とならないケースがあること、(3)外資系企
業との合併の場合では、制度の統一そのもの
が難しい場合も想定されること等から、事業再
編等に対する制約ともなりかねない。

厚生年金保険法 厚生労働省
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（確定給付企業年金）
財政検証の割引計算に用いる予定
利率の水準設定および財政計算に
伴う掛金追加拠出要件の弾力化及
び適正化

確定給付企業年金制度に課されてい
る財政検証につき、以下の要件緩和を
要望する。
①　現実的な運用利率に基づいて拠出
できるよう、非継続基準の予定利率の
弾力化
②　未積立分の償却期間の延長
③　平成19年まで償却免除とされてい
る積立比率90～100%部分の償却廃
止、もしくは償却免除延長
④　税制適格年金から移行した制度に
対する最低保全給付計算時の控除の
特例を、加入者部分だけではなく受給
者部分にも認めること
⑤　上記の財政検証に関連して、積立
上限額の決定が「最低積立基準額もし
くは上限計算用の数理債務の大きい額
の1.5倍」となっているが、最低責任基
準額をクリアしたら速やかにコントリ
ビューションホリデーを受けられるよう、
1.5倍を90%もしくは100%に変更すること

①　確定給付企業年金では、新たに非継続基準で
の掛金が要求され、その計算に使用する割引率も
国債の利率（正確には20年国債の応募者利回り×
0.8～1.2）を使うことが定められている。これは、従
来の適格年金にはなかった概念であり、大幅な掛
金支払の負担増加を企業に強いるものである。具
体的には、従来、予定利率5.5%で運営していた企業
が2.5%の割引率で非継続基準の財政検証を行った
場合、概算で30～40%程度の債務の増加となり、大
きい年金制度では数百億円単位で新たな掛金が求
められることになる。
②　この新たな掛金のために、資金調達を強いられ
るこということは、企業経営を圧迫するものである。
③　長期的には運用が国債利率にとどまるというこ
とは有り得ず、概念的には、この実際の運用利率と
国債利率の差が恒常的にオーバーファンドとして
ファンドの中にとどまることになる。これは、企業経
営の効率性を損なうものであり、キャッシュフロー経
営の観点からは容認できない。
④　また、非継続基準の債務の概念は、実際の退
職金とは大幅に異なるものであり、企業からすると
過大な保全と言わざるを得ない。
⑤　更に、非継続基準の評価によって算出された不
足分を埋め合わせるための資金の確保ができず、
全体として税制適格年金から新企業年金への移行
が著しく困難となるなど、非継続基準の存在が確定
給付企業年金の普及を阻害する要因となっている。

確定給付企業年金法 厚生労働省
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（確定給付企業年金）
規約・運用管理規定等に関する手
続きの簡素化

規約・運用管理規定等については、開
示内容を必要最低限にとどめることを
可能としていただきたい。確定給付企
業年金は、ディスクローズを明確に実
施してゆくことを定めているが、実際の
開示内容については、個々の企業ごと
に弾力的に決めることを可能とすること
が重要である。中でも次の措置を強く
要望したい。
①　規約の別表への運用受託機関の
名称・住所のリスト掲載省略を要望す
る。
②　規約、運用管理規程への運用機関
のシェア記載省略を要望する。

①　規約の別表に運用受託機関の名称・住所
を記入することになっており、規約申請から承
認にかけての数ヶ月間は運用機関の変更
（シェアイン、シェアアウト）が事実上困難にな
るという実務上の制約が生じており、またリスト
掲載の必要性自体も不明確であることから、リ
スト掲載を省略して欲しい。（確定給付企業年
金法-第四条第三号）
②　規約もしくは規約とは別に「運用管理規程」
を作成し、運用受託機関のシェア（掛金払込割
合、給付費等の負担割合）を記すようになって
いるが、運用受託機関シェアの変更の都度、
労働組合の同意（事後同意を含む）を得る必要
があり手続きが煩雑である。規約・運用管理規
程への運用受託機関シェア記載の省略を要望
する。（平成14年3月29日厚生労働省年金局長
通知）

確定給付企業年金法 厚生労働省
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その他

（特記事項）

5001 50010009

企業の資金調達の円滑化に
関する協議会
（略称:企業財務協議会）
http://www.enkt.org/

9

（確定給付企業年金）
確定給付の枠組において、権利義
務継承に係る規制緩和及びグルー
プ企業内の資産移管、個人のポー
タビリティの確保を要望する

今般の企業年金制度改革案では、「厚生
年金基金と他の確定給付型の企業年金と
の間での資産移管を認める」、「転職者が
確定給付型の企業年金資産を転職先の確
定拠出年金に移すことを認める」との内容
になっているが、次の内容を具体的に措置
願いたい。
①　会社分割に伴う事業部門の移転・継承
に関して、基金分割を行わずに厚生年金基
金の加算部分については、新確定給付企
業年金への権利義務移転を認めること。
②　従業員の自由意志による転職（＝個別
のポータビリティ確保）を想定した制度とす
ること。
③　キャッシュバランス型の制度の場合で
も、転職時に仮想口座の積立金を持ち歩く
ことを可能にするなど、個人毎のポータビリ
ティを確保すること。
④　またいずれの場合であっても、確定給
付企業年金の脱退一時金を、転職先の確
定給付企業年金や確定拠出年金に非課税
で移管できるよう措置すること。
⑤　さらに、企業年金制度研究連絡会が提
案している「年金通算センター」のような、
いわゆる「個人退職勘定」を一元管理する
組織の創設を行い、転退職等の事由の発
生に際しても年金制度や税制優遇措置が
継続可能となる機能を盛り込むなどの手当
てが必要である。
⑥　事業再編等に伴う移管について、実施
事業所の全部の継承の場合における当該
実施事業所からの退職者については、本
人同意無しで債務移転を可能とすべきであ
る。

確定給付企業年金法の新設や厚生年金保険法の改正等
により、年金給付の権利義務の移転・継承が認められるな
ど、仕掛け自体は整備されたが、まだ一定の制約が残され
ている。そのため、異なる年金制度を有する会社同士の合
併、また異なる年金制度を有するグループ会社間の人事
異動など、年金制度がネックとなり円滑に行えないケース
がある。具体的には次のようなものがある。
①　厚生年金基金の権利義務移転については、現状、適
格年金や確定給付年金法に基づく基金型または規約型企
業年金等、他の年金制度からの移管受入れのみが可能と
なっており、厚生年金基金から新確定給付企業年金への
権利義務移転が認められておらず、基金の分割を行えば
権利義務を移転できるが、制度の維持管理に係る新会社
での負担が重くなってしまうなど、事業再編の妨げとなる。
②　実施事業所の一部の加入者に関する権利義務継承も
認められるようになったが、基本的には集団としての処理
が前提であり、従業員の自由意志による転職（＝個別の
ポータビリティ確保）は想定されていない。つまり、確定給
付型年金では、個人単位の権利義務継承ができないこと
から制度が異なる会社間で人が異動（移動）する場合は年
金制度が大きな阻害要因となる。
③　キャッシュ・バランス型の制度も実施可能となったが、
転職時に仮想口座の積立金を持ち歩くことはできず、個人
毎のポータビリティは確保されていない。キャッシュ・バラン
スプランでは個人の持分が明確であることから、個人単位
での権利義務の継承は可能であるはずである。
④　また、事業再編等に伴う移管について、実施事業所の
全部の継承については受給権者も本人同意なしに移管で
きるようにすべきである。現状では権利義務継承時の受給
（権）者の債務移転には本人同意が必要となっている。

確定給付企業年金法 厚生労働省

5001 50010010

企業の資金調達の円滑化に
関する協議会
（略称:企業財務協議会）
http://www.enkt.org/

10

（確定給付企業年金）
確定給付型の企業年金における給
付引下げに係る承認基準・手続き
の緩和及び法的枠組みの整備

①(1)　各年金制度における加入者に関す
る給付引下げについては、現在母体企業
の経営状況の悪化など止むを得ない場合
に加入者の3分の2以上の同意を取ること
が必要であるとされているが、この加入者
に対する給付減額などの給付利率の変
更、掛金の算定等については、これを加入
者の3分の2未満で組織する労働組合の同
意によっても可能とするなどの緩和措置が
必要である。
(2)　さらに外部環境の変化に対して、加入
者に対する給付減額を実施する場合であっ
ても、受給（権）者への適用が可能とならな
い限り公平感に欠け、企業年金制度の抜
本的改善にも限定的な効果しかもたらさな
い。しかも現在では受給（権）者に対する給
付減額を可能とする法的枠組みが整備さ
れていないことからも、是非、受給（権）者
の給付減額について私法上効力が認めら
れるような法的枠組の整備も同時に検討し
てもらいたい。
②　掛金負担の困難性を事由にした給付
引下げは、直近の給付水準の変更から5年
を経過していることを求めているが、この5
年ルールの廃止を要望する。
③　また、確定給付企業年金やキャッシュ・
バランスプランなどの確定給付型年金と確
定拠出型年金の二本建てで制度を運用し
ているような場合、合計での会社拠出が同
額であれば、確定給付型年金を減らし確定
拠出型年金への拠出を増やすような場合、
確定給付型年金だけを見て減額であるとし
ないでもらいたい。

①(1)　現行の制度では、加入者に対する給付
引下げの認可基準が厳しく、さらに受給（権）者
に対しては給付引下げの法的枠組みさえ整備
されていない。そのため現在の制度では、年金
給付金額について絶対金額が基準になってお
り、当初設定した金額が減額されることを「不
利益変更」と判断している。しかしながら、最近
のような低成長、デフレ経済下にあっては、3分
の2未満で組織する労働組合の同意がある場
合においても、経済実態にあわせた給付額の
決定が出来るような制度が不可欠であるとい
える。
(2)　なお、企業年金は公的年金と異なり、母体
企業の健全な存続が、安定した企業年金制度
の維持運営には不可欠であるため、給付の見
直しに関しては、加入者と受給(権)者の両者を
視野に入れた設計が可能となるような法的枠
組みの整備が不可欠である。

確定給付企業年金法 厚生労働省
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5001 50010011

企業の資金調達の円滑化に
関する協議会
（略称:企業財務協議会）
http://www.enkt.org/
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（確定給付企業年金）
受給権者の給付減額手続きにおけ
る最低積立基準額相当の支給の見
直し

②(1)　給付減額時に、受給（権）者が希
望した場合の一時金清算については、
各社の制度上の選択一時金金額とす
ることを認めるべきである。
(2)　また、給付減額時の一時金清算に
ついては、上記の選択一時金に加え
て、裁定当時の算出基準に基づく最低
積立基準額での一時金清算も認める
べきである。
(3)　給付減額時のみならず、制度終了
時にも受給（権）者／加入者に最低積
立基準額を分配することとなっている
が、会社の退職金制度の一部としての
年金制度という側面も考慮して、各社
の制度上の選択一時金での分配を認
めて貰いたい。特に、加入者（従業員）
に対して、最低積立基準額で分配する
ことは明らかに過大である。

②(1)　受給（権）者の給付減額を行う場合には、当
該受給（権）者が希望したときには、最低積立基準
額相当を一時金として受け取ることができる等、減
額前の最低積立基準額が確保される措置が必要に
なっている。
(2)　しかし、企業年金については退職一時金からの
移行が一般的である実態を踏まえると、希望者に対
する一時金清算を行う場合、労使が退職一時金と
して認識している各社の制度上の選択一時金を用
いるのが妥当と考えられる。
(3)　現行の割引率を適用すると、最低積立基準額
相当の支給額は選択一時金ベースと比較して過大
になり過ぎる。このため、受給(権)者の大部分が一
時金清算を選択することが想定され、結果として、
年金制度の維持という趣旨に合致しないだけでな
く、年金財政に致命的な影響を及ぼしかねない。例
えば厚生年金基金では、平成9年以前に裁定を行っ
た受給（権）者については、当時の予定利率が法令
等により5.5%に制約されていたことを考えると、現在
の算出基準による最低積立基準額で一時金清算す
ると、負担が大幅に増大してしまう。
(4)　例えば、現在、厚生年金基金の解散時には、
当面の措置として「最低責任準備金以上、最低積
立基準額以下で規約に定める額（労使合意した
額）」の資産を保有していれば、一括拠出を行う必
要がなく、最低積立基準額以下で規約に定める額
（労使合意した額）から最低責任準備金を除いた金
額を分配することが認められている。

確定給付企業年金法 厚生労働省

5001 50010012

企業の資金調達の円滑化に
関する協議会
（略称:企業財務協議会）
http://www.enkt.org/

12
（確定給付企業年金）
確定給付企業年金（老齢給付金）の
支給要件の緩和

①　50歳未満で退職（加入資格を喪
失）した者についても、50歳以上60歳未
満の規約に定める年齢に到達した時
点で年金の受給開始を可能として欲し
い。

①　50歳未満で退職（加入者資格を喪失）した
年金受給有資格者については、60歳到達時ま
で年金の支給を開始することができない。
②　これは、当該対象者については、退職（資
格喪失）という事象が50歳以上60歳未満の期
間に発生したものではないため、法令上の60
歳未満での支給開始要件を満足しないと解さ
れるためである（確定給付企業年金法第36
条）。
③　既に退職（加入者資格喪失）という事象が
発生しており、かつ50歳以上の規約に定める
年齢到達という要件を満たした状態であるにも
かかわらず、退職（加入者資格喪失）という事
象の発生時期の問題のみによって年金受給を
制限されることは、受給権者本人の納得性が
低く、企業内における制度運営の観点からも、
50歳以上退職者とのバランス上問題であるし、
ライフサイクル上の必要性等の観点からも、50
歳未満退職者についても50～60歳の間におけ
る年金受給ニーズは高いと考えられる。

確定給付企業年金法 厚生労働省
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5001 50010013

企業の資金調達の円滑化に
関する協議会
（略称:企業財務協議会）
http://www.enkt.org/

13
（確定拠出年金）
老齢給付金の給付や開始年齢の弾
力化、中途引出し要件の緩和

①　60歳未満の加入者で給付を受けら
れるのは、高度障害（障害給付金）、死
亡（死亡一時金）の要件に限られてい
るため、老齢給付金の給付や開始年
齢の弾力化を要望する。
②　中途引出しが可能となる要件は、
今回の企業年金制度改革案では、加
入期間が3年以下、又は、資産額が50
万円以下で制度上掛金を納められない
者にも認めるとの内容になっているが、
貯蓄ではなく年金として維持していくと
いう観点からさらに柔軟性のある制度
とするためには、小額の資産を保持し
ている人であっても手数料や口座管理
料等で不利益を被らないような個人別
管理資産の中途払出を含めた措置を
検討すべきである。

①　確定拠出年金法案の成立により、労使双方にとって、
企業年金制度の選択肢が拡がることとなった。しかし、企
業は退職給付制度の見直しに際して、確定拠出年金を見
直しのメインの制度として位置づけることが難しい。支給開
始が原則60歳に到達してからということは、60歳まで手元
資金化できないということである。60歳まで中途解約が出
来ないこと等の理由から確定拠出年金の導入を躊躇、また
は慎重にならざるを得ず、確定拠出年金市場の裾野がい
つまで経っても広がらない恐れがある。確定拠出年金は貯
蓄ではなく、あくまでも自助努力による老後の生活保証の
為の年金であることに留意し、給付や開始年齢を弾力的に
設定することを可能にするなど、より使いやすい制度として
いくことが必要である。
②　また、確定拠出年金の特徴であるポータビリティに関し
てや、今回の企業年金制度改革案による加入期間が3年
以下、又は、資産額が50万円以下で制度上掛金を納めら
れない者にも認めるとの内容は評価できるが、それでも50
万円を多少上回る程度の資産額を保有しながら勤続4年程
度で退職し、第3号被保険者となった者は個人型運用指図
者となり、このままでは現下の低金利の状況では手数料や
口座管理料を勘案すると魅力ある制度とはならない。なぜ
なら運用が殆ど見込めないのに手数料や口座管理料がか
かり、目減りしていってしまう場合が大いに考えられ、最悪
残高が0になったり、実質マイナスに陥ってしまう可能性も
あるからである。このような短期加入者で、以後加入者とな
れない者の救済措置が絶対に必要であると考える。
③　また、企業型の加入者が退職した場合、個人型に移行
することとなるが、転職先で企業型確定拠出年金がなく確
定給付企業年金が実施されている場合や公務員となる場
合、掛金の拠出ができなくなる。企業型で積み立てた資産
が小額の場合、手数料を考慮すると支給開始可能な時期
まで資産が残らないケースが発生することから、このような
観点からも中途脱退は制度的に不可欠であると言える。さ
らにこの問題は制度普及のネックとなっており、利便性の
向上による制度普及が望まれる。

確定拠出年金法 厚生労働省

5001 50010014

企業の資金調達の円滑化に
関する協議会
（略称:企業財務協議会）
http://www.enkt.org/
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（確定拠出年金）
掛金の拠出可能限度額の引上げ

①　確定拠出年金における掛金の拠出
可能限度額が低く、老後の安定した生
活を保障するには十分ではない。自助
努力、自己責任による老後の生活保障
の確保を支援するため、また企業の柔
軟な年金制度の設計の実現のために
は、拠出可能限度額を今回の平成16
年度の税制改正大綱に盛り込まれた
金額からさらに引上げるべきである。

①　今回の平成16年度の税制改正大綱に盛り
込まれた拠出可能限度額について、企業型確
定拠出年金については、(1)企業年金に加入し
ていない場合、月額46,000円（現行36,000円）
へ、(2)企業年金に加入している場合、月額
23,000円（現行18,000円）へ、個人型確定拠出
年金については、(1)企業年金、企業型確定拠
出年金のない企業の従業員の場合、月額
18,000円（現在15,000円）へと引き上げられるこ
ととなった。
②　しかし特に企業型の場合、拠出可能限度
額がまだ低く抑えられていることから、例えば
将来の年金制度の構築に向けて、確定給付企
業年金と確定拠出年金の併用への移行を考え
た場合であっても、確定拠出年金の移行割合
を上げすぎると拠出可能限度額を超えてしまう
こととなり、越えた部分については給与への上
乗せをせざるを得ない状況となる。
③　その場合、所得税増加、総報酬制の導入
により社会保険料の増加が伴うこととなり、つ
まりは給与への上乗せ部分は税金や社会保
険料へと消えてしまうことになる。
このような現象を解決し、柔軟な年金制度設計
を可能とする観点からも拠出可能限度額の更
なる引き上げは早急に実施することが不可欠
である。

確定拠出年金法 厚生労働省

7/463
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5001 50010015

企業の資金調達の円滑化に
関する協議会
（略称:企業財務協議会）
http://www.enkt.org/

15
（確定拠出年金）
企業と従業員のマッチング拠出（本
人拠出）を可能とすること

①　確定拠出年金法の趣旨を踏まえ、
自助努力、自己責任の意識を高め支
援するためには、本人拠出ができる仕
組みが必要である。
②　現行の財形年金制度との親和性
や移行も視野に入れた場合、本人拠出
（マッチング拠出）を可能とすることによ
り、将来的な選択肢の充実を図るべき
である。
③　したがって拠出限度額の枠の範囲
内で、事業主の拠出に加えて本人拠出
（マッチング拠出）も可能とする措置を
講ずるべきである。

①　現在、企業型確定拠出年金の実施時は、
事業主からの拠出しか実施できず、本人から
の拠出はできない。
②　企業年金の設計という観点からは、退職金
や確定給付企業年金等からの移行だけでな
く、財形年金との親和性や移行も視野にいれる
とマッチングは不可欠であるといえる。

確定拠出年金法 厚生労働省

5001 50010016

企業の資金調達の円滑化に
関する協議会
（略称:企業財務協議会）
http://www.enkt.org/

16
（確定拠出年金）
確定拠出年金において規約分割・
統合による制度導入を可能に

労働契約継承法に基づく分社等の際
に、新会社において従来同様の制度を
継続する場合は、規約分割による制度
導入を可能として欲しい。

①　新会社において規約を新設し、個人資産を
移管する場合、一旦現金化した上で資産移管
を行わなければならないこと、商品の売却・購
入日について本人が指定できないこと、口座番
号／パスワードが変更になること、配分指定等
の指図をもう一度行わなければならない等、加
入者等の不利益が大きい。
②　また、事業再編という観点からも、会社を
分割・統合する場合、確定拠出年金では、規約
の継承・分割が認められていないことから、資
産の現金化など加入者等の不利益が大きい。

確定拠出年金法 厚生労働省
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要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望

事項番号
要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
制度の

所管官庁
その他

（特記事項）

5002 50020001 個人（福田　誠） 1
道路交通法における自動車の区分
の改正

道路交通法における自動車の区分に
て、道路交通法施行規則第二条で、大
型二輪自動車を総排気量０．４００リット
ルを超える内燃機関を原動機とする・・
としているが、これを０．６００リットルを
超える・・とすることを要望する。

この規制改革をすることで、普通
自動二輪免許で0．600リットル未
満の二輪車に乗車が可能とし、
0．600リットル未満の製品の市場
を拡大する。これにより、EUなど
における規制と国内規制を同様
のものとすることができ、国内
メーカーが現在国内向けに４００
CCクラス（～４００CC）の製品と
外国向けに６００CCクラス（～６０
０CC）の製品を製造するために
二重に投資するコストを低減する
ことが可能になり、国内メーカー
の国際競争力を増強させること
ができる。

この規制改革をすることで、EUなどにおける二
輪車の区分規制と国内規制を同様のものとす
ることができ、国内メーカーが現在国内向けに
４００CCクラス（～４００CC）の製品と外国向け
に６００CCクラス（～６００CC）の製品を製造す
るために二重に投資するコストを低減すること
が可能になり、国内メーカーの国際競争力を増
強させることができる。現在日本メーカーの
シェアが低下し、競争力が落ちる中で大きく寄
与すると思われるため。

道路交通法施行規則第
二条

警察庁・国土交
通省・経済産業
省

警察庁のみならず、経
済産業省の意見も踏ま
えた回答を頂きたい。

5003 50030001 佐藤貿易 1
火薬類取締法の適用除外指定を受
ける際の事務手続きの制度化

火薬類取締法施行規則第１条の４によ
り、火工品でも経済産業省令で指定を
受けると火薬類取締法の適用を受けな
いこととされているが、その指定を受け
るための申請方法、提出書類の書式、
審査・判定基準等が明確となっていな
いため、制度を定めていただきたい。

火薬類取締法施行規則第１条の４により経済
産業省令で指定していただき、法の適用除外
を受けたい複数の火工品がある。

火薬類取締法第２条第
１項第３号へ、火薬類取
締法施行規則第１条の
４

経済産業省
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要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望

事項番号
要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
制度の

所管官庁
その他

（特記事項）

5003 50030002 佐藤貿易 2
火薬類取締法の適用除外の告示を
受ける際の事務手続きの制度化

火薬類取締法施行規則第１条の４第７
号により、火工品でも経済産業大臣よ
り指定され告示を受けると火薬類取締
法の適用を受けないこととされている
が、その告示を受けるための申請方
法、提出書類の書式、審査・判定基準
等が明確となっていないため、制度を
定めていただきたい。

火薬類取締法施行規則第１条の４第７号によ
り経済産業省大臣より告示していただき、法の
適用除外を受けたい複数の火工品がある。

火薬類取締法第２条第
１項第３号へ、火薬類取
締法施行規則第１条の
４第７号

経済産業省

5004 50040001 とーのう薬局 1 処方せん自己調製システム

・薬事法等により本来薬剤師が行う調
整業務を、薬剤師監視の下で患者自
身が調剤できる業務（散剤・液剤・向精
神薬・覚醒剤原料・注射薬・自家製剤・
計量混合調剤以外）についてのみ、規
制を緩和し本人が行うシステム

・薬剤師監視の下で患者自身が
調剤できる業務（散剤・液剤・向
精神薬・覚醒剤原料・注射薬・自
家製剤・計量混合調剤以外）に
ついてのみ、規制を緩和し本人
が行うシステム①薬剤師が希望
患者に「基礎薬学、医療薬学、衛
生薬学、薬事関係制度」等の講
習会を開講　②本人識別のた
め、ＩＤカードを作成（免許証等で
確認）③薬剤師が処方せんを監
査　④患者自身が錠剤等また
は、外用薬等の数量を確認し調
整　⑤調整後、薬剤師が薬剤監
査をし、自己調剤料を差し引いた
調整料等を請求する

①患者自身に処方薬の知識と自覚をもたせる
②保険調整に伴う医療費を軽減させる(別紙1-
1･1-2）

・薬剤師法－第４章[業
務]第19条  (別紙2参
照）

厚生労働省

＊要望理由添付資料
は、別紙1-1･1-2参照
＊根拠法令等について
は別紙2参照（薬剤師法
第１９条）　　＊このシス
テムは、薬剤師法等の
拡大解釈によるシステ
ムです　　　＊対象者は
自動車免許等取得者
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要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望

事項番号
要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
制度の

所管官庁
その他

（特記事項）

5004 50040002 とーのう薬局 2 宅配時遠隔服薬指導システム

従来の宅配時における服薬指導方法
には、薬剤師が直接患者宅へ出向き、
患者宅にて直接服薬指導を行うシステ
ムである。今回の要望は、薬剤師以外
の局員が宅配した場合における服薬指
導を、携帯型情報端末等を利用して、
服薬指導を行うシステムの実施

患者から送信された処方せんに
基づき調剤後、薬局員等がＩＰ電
話、ＰＣ等を持参し、薬剤師が遠
隔地にてその携帯型情報端末を
介し、患者に直接服薬指導を行
うシステムである

①病気や怪我また重度の患者にとって、長時
間の病院における診療後、さらに調剤薬局へ
薬剤を受け取るためにさらなる時間をかけるこ
とには、身体的、精神的な負担が多い。また老
人においては交通手段に限りがあるため、調
剤薬局で薬を受け取るに至るまでに多くの労
力を要する等の理由により、薬剤の宅配を希
望する患者が増えることが予想される。しか
し、薬剤師自身が直接患者宅に出向く事は物
理的に限度があり、制限されるため。②薬局で
も病院でも薬剤師の業務は基本的に患者さん
に対して薬剤の管理及び指導を行うので管理
する項目はかなり重複しています（業務の範
囲、業務量、形態の違いはありますが．．．）。
今後、病院（薬剤部）や薬局において
患者に対し質の高い薬剤管理指導を行うため
にも業務の効率化を図る必要があると思いま
す。
＊（別紙1参照）

薬剤師法　第25条の2
（情報の提供）－薬剤師
は、販売又は授与の目
的で調剤したときは、患
者又は現にその看護に
当たつている者に対し、
調剤した薬剤の適正な
使用のために必要な情
報を提供しなければな
らない。

厚生労働省

＊要望理由の添付資料
「保険薬局の基本的な
管理･指導内容」（別紙
１）

5004 50040003 とーのう薬局 3
「医薬分業における院外処方せん
応需の適正化」

現在、医療機関を受診した際発行され
る処方せんを、希望者は病院等から調
剤薬局へFAXにて送信されておりま
す。この際、情報蓄積型の端末が使用
されているので、個人情報等が第３者
に閲覧されている現実があります。但
し、待ち時間や交通手段等の諸事情に
よりFAX送信のシステムは必要かと思
われます。患者の個人情報を保護する
ために病院等からの通信システムを情
報蓄積型でない端末での通信システム
に統一すること。または、本人もしくは
その家族に直接処方せんを持ってきて
もらう本来の医薬分業にする必要があ
る。
また、FAXを利用した場合、受益者負
担の原理から通信手数料は本来利用
者が負担するものと思われます。しか
し、上記の理由によるFAXの利用は仕
方がないものと思われるため現在は薬
局負担となっています。通信システムを
利用しない者との不公平が出ると思わ
れるので、患者宅から送信された処方
せんや直接持って来られた処方せんに
対しては、患者自身に払い戻しを行う
必要があると思われます。これらのシ
ステムの実施を要望します。(別紙２）

①送信システムを情報蓄積型か
ら、個人情報保護のため情報が
蓄積されない端末等を使用す
る。
②処方せんを直接持参または、
医療機関以外から送信された患
者に対して、通信手数料等の返
金を行う。

個人情報保護のため 厚生労働省

*要望理由添付資料－
通信手数料関係書類
「特別会費明細書」（別
紙2）
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要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望

事項番号
要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
制度の

所管官庁
その他

（特記事項）

5005 50050001
社団法人　日本証券投資顧
問業協会

1
投資顧問業者の投資（助言）対象の
拡大

投資一任（顧問）契約における投資（助
言）対象資産は証券取引法上の有価
証券に限定されているが、「投資信託
及び投資法人に関する法律」（以下「投
信法」という。）における主たる投資対
象として投信法施行令第３条に規定さ
れる「特定資産」を、投資顧問業者の投
資（助言）対象として認めて頂きたい。

年金基金等をはじめ投資家の多様な運用ニー
ズに対応するためには、証券取引法上の有価
証券以外の資産への投資が不可欠である。証
券取引法改正案の可決・成立により、投資事
業有限責任組合出資持分等が有価証券とみ
なされる予定であるが、それ以外にも投信法上
の「特定資産」である金銭債権や金融デリバ
ティブ取引に係る権利等が、兼業としてではな
く投資顧問業者の投資対象として法令上明記
されることにより、投資顧問業者の商品開発
力、運用能力の向上を通じ投資家利益にも資
すると考えられる。

投資顧問業法第2条、
投信法第2条、同施行
令第3条

金融庁

5005 50050002
社団法人　日本証券投資顧
問業協会

2
投資顧問業務として行いうる取引等
の明確化

外国為替取引、有価証券の貸付およ
び議決権等株主権行使に係る指図な
らびに助言を、投資顧問業者が投資顧
問業務として行い得る旨を法令上明確
にして頂きたい。

外国為替取引、有価証券の貸付および議決権
等株主権行使に係る指図ならびに助言につい
ては、投資顧問業者が有価証券投資を行うに
あたり本来当然行える業務であるにも拘らず、
外国為替取引は外貨建有価証券売買に付随
する取引のみに限定され、有価証券の貸付に
ついては特別の事情により一時的にまたは暫
定的に行う場合を除き許容されていない。ま
た、議決権行使についても「投資を行うのに必
要な権限」として認められるとすれば、投資助
言業者は議決権行使に係る助言を投資顧問
業務として行うことができない。投資信託委託
業者には認められているこれらの取引等が、
投資顧問業者にも兼業としてではなく当然行い
うる業務であることを法令上明記すべきであ
る。

投資顧問業法第2条 金融庁
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5005 50050003
社団法人　日本証券投資顧
問業協会

3
投資顧問業者が行える事務の外部
委託の明確化

投資者保護等に支障が生じない範囲
で投資顧問業務を営むために必要な
全ての事務について外部委託が可能
であることを法令上明確にして頂きた
い。

投資顧問業者は、投資一任契約が民法上の
委任契約であるとの性格から自己が事務を執
行することが前提とされている。事務を外部委
託することが出来れば、効率的資源配分を通
じて業務の合理化、競争力の向上等に資する
ものと考えられる。外部委託の可否について投
資顧問各社が都度当局に事前確認申請を行う
方法では、人的・時間的コストが膨大なものと
なることが予想され、手続として現実には機能
しにくいと考えられる。仮に、全ての事務の外
部委託が認められないとすれば、外部委託が
認められない事務の範囲を明確にして頂きた
い。

投資顧問業法第2条，
民法第643条，保険業
法施行規則第51条第4
号，事務ガイドライン（預
金取扱い金融機関関
係）1-6-5

金融庁

5005 50050004
社団法人　日本証券投資顧
問業協会

4 兼業承認取得手続の届出化

認可投資顧問業者が兼業を行う場合
は、兼業承認申請手続きが必要とされ
ているが、当該業者が証券業または信
託業務を営む場合においては届出制
が適用されている。証券業または信託
業務を兼営しない認可投資顧問業者
についても届出制として頂きたい。

現行の兼業承認取得手続では、兼業申請から
承認取得まで少なくとも数ヶ月を要しており、機
動的なビジネスの遂行の妨げとなっている。仮
に、届出制の適用が困難であるとすれば、「停
止条件付届出制」等の導入について是非とも
検討して頂きたい。

投資顧問業法第31条 金融庁
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要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望

事項番号
要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
制度の

所管官庁
その他

（特記事項）

5005 50050005
社団法人　日本証券投資顧
問業協会

5
役員又は重要な使用人の住所に関
する公衆縦覧の廃止等

①投資顧問業者登録簿における役員
又は重要な使用人の住所を公衆の縦
覧に供することは、廃止して頂きたい。
②登録事項の変更届出を、２週間以内
の届出から１ヶ月以内に届出ることと改
めて頂きたい。

①住所の公衆縦覧はプライバシー及びセキュ
リティーの観点から問題があり、個人情報保護
の観点からも速やかに廃止すべきである。②
投資者保護の観点から変更時は速やかに届
出が行われるべきであるが、登録事項の変更
届出を２週間以内に提出することは、年末年始
や連休を挟む場合など最善を尽くしても実務上
困難なケースが発生していることを踏まえ、1ヶ
月以内への変更が困難であれば、例えば営業
日ベースで10日間を確保するなど実態に即し
た措置として頂きたい。

投資顧問業法第5条，
同第6条，同第8条

金融庁

5005 50050006
社団法人　日本証券投資顧
問業協会

6 利害関係人の範囲の限定

①利害関係人の範囲を旧施行規則第
２６条第２項第３号に定められていた
「投資顧問業者の経営を実質的に支配
しているもの」と同等の程度までに限定
して頂きたい。②投資顧問業法施行令
に規定される投資顧問業者の利害関
係人および密接な関係を有する者の範
囲を、少なくとも投信法施行令や証券
取引法施行令と同等の規定として頂き
たい。

平成16年の施行令および施行規則の改正によ
り、投資顧問業者の利害関係人の届出範囲等
が改訂されたが、利害関係人の定義自体は依
然として複雑かつ広範である。特に親族の定
義や人的支配の構成要件については、投信法
施行令や証券取引法施行令と比較しても過重
な規定となっている。他業態との整合性を考慮
し、その範囲を縮小・整理することによって、利
害関係人に関する行為規制等の実効性の確
保を図るべきである。

投資顧問業法施行令第
8条，同施行令第10条，
投信法施行令第20条，
事務ガイドライン(証券
投資顧問業者の監督関
係)3-4-3，証券取引法
施行令第15条の4

金融庁
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「特区、地域再生、規制改革・民間開放集中受付月間」における全国規模の規制改革・民間開放要望事項一覧

要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望

事項番号
要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
制度の

所管官庁
その他

（特記事項）

5005 50050007
社団法人　日本証券投資顧
問業協会

7 赤字・赤枠規制の廃止

投資顧問業法第14条ならびに第15条
に規定する書面の交付について施行
規則に定める赤字・赤枠規制を廃止し
て頂きたい。

平成16年3月の商品投資販売業者の業務に関
する命令の改正において、商品投資販売業者
に対する赤字・赤枠規制が廃止された。投資
顧問業者においても過剰規制と考えられる同
規定は撤廃すべきである。

投資顧問業法施行規則
第17条、同第18条　商
品投資販売業者の業務
に関する命令第3条,同
第4条

金融庁

5005 50050008
社団法人　日本証券投資顧
問業協会

8 同一運用に関する規制の撤廃
同一運用に関する事務ガイドライン上
の規制を撤廃し、合同運用のみを規制
することとして頂きたい。

同一運用は、顧客毎に別個のファンドを設定し
運用管理する個別運用の一形態であると考え
られる。実務的にも、認可投資顧問業者が顧
客に提供する運用商品は、各社の投資哲学や
運用スタイルに則りモデルポートフォリオを基
準として統一的に運用されているケースがみら
れるが、このような運用形態は最適運用の観
点からも規制対象とすべきではない。また、同
一の資産管理機関であっても顧客ファンドは個
別に管理されており、投資者保護の観点からも
同一運用を規制対象とする必要性はないもの
と考える。仮に同一運用規制が証券会社の
ラップ口座に適用されるとすれば、その適用範
囲はラップ口座に限定されるべきである。

事務ガイドライン(証券
投資顧問会社の監督関
係)2-3-1，同2-3-2，同
3-1，同3-3-3

金融庁
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「特区、地域再生、規制改革・民間開放集中受付月間」における全国規模の規制改革・民間開放要望事項一覧

要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望

事項番号
要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
制度の

所管官庁
その他

（特記事項）

5006 50060001 外国損害保険協会(FNLIA) 1
銀行等の保険募集に係る「非公開
情報保護措置」の撤廃

「非公開情報保護措置」により銀行等
が知り得た顧客に関する情報を有効活
用した保険募集が妨げられているの
で、これを撤廃する。

銀行等による保険募集は保険業法により適正
な募集と契約者保護が図られている。
又 銀行等による保険の募集が当該銀行等と
の他の取引に影響を及ぼさない様 いわゆる圧
力募集等の弊害防止措置が講じられている。
更に 銀行等がその行う業務に際して知り得た
顧客に関する非公開情報を保険募集に利用す
る場合は、事前に当該顧客の書面その他適切
な方法による同意を求めている。
しかるに「非公開情報保護措置」は 保険募集
についてのみ講じられる措置であり銀行等が
営む業務全体に関しては この様な規制は存在
していない。

保険業法施行規則第
211条第１項第2号（及
び、同条の2第１項第2
号、同条の3第１項第2
号）

金融庁

5006 50060002 外国損害保険協会(FNLIA) 2
銀行等の保険募集に係る「非公開
情報保護措置」の即時明確化

金融庁は 本措置に係る内容を事務ガ
イドライン等で明確化する必要がある。
具体的には、
1.　保険募集に利用される弊害が発生
する恐れの高い非公開情報を具体的
に例示すること。
2.　顧客の氏名・性別・年齢・住所・電話
番号・Ｅ－メールアドレス等の非金融非
健康情報は、銀行等の「特別の情報」
ではないことを確認すること。
3.　銀行等の保険募集が対面募集だけ
でなく、郵便・電話・インターネット等他
の募集方法に拡大することも考えられ
るので、募集方法毎の顧客同意取得
方法それにその時期を明確にするこ
と。
4.　本措置につき、文書による開示と説
明を行い、第一回目の保険販売が終
了するまでに当該顧客からの同意を取
得することが、「その他の適切な方法」
のひとつであることを確認すること。

個人情報保護法では「個人情報の有用性に配
慮しつつ 個人の権利利益を保護する」こととし
ているが「非公開情報保護措置」は非公開情
報の特定、同意取得の時期、その方法が厳格
に規定されていない。
したがって銀行等は 顧客の氏名・住所等をも
非公開情報としており、その結果 銀行等の保
険募集における顧客情報の有効利用が阻害さ
れている。

保険業法施行規則第
211条第１項第2号（及
び、同条の2第１項第2
号、同条の3第１項第2
号）

金融庁
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「特区、地域再生、規制改革・民間開放集中受付月間」における全国規模の規制改革・民間開放要望事項一覧

要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望

事項番号
要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
制度の

所管官庁
その他

（特記事項）

5007 50070001 学校法人新潟福祉医療学園 1 幼稚園教諭二種免許付与の緩和

教育職員免許法施行規則第28条を削
除して、保育士養成指定施設専修学校
専門課程(2年以上）において、幼稚園
教諭二種免許養成機関の指定を認め
てくださるようお願い致します。

幼児教育振興プログラム及び幼
保一元化構想による幼稚園教諭
及び保育士人材養成のニーズに
応えるために、保育士養成専修
学校専門課程において幼稚園教
諭二種免許取得課程教育を行
い、幼稚園教諭免許取得者を増
加させてこれからの幼児教育及
び保育福祉教育、さらには地域
社会全般に貢献します。

幼稚園教諭二種免許を取得する為には、現行
制度上、大学等において必要単位を修得する
以外の取得方法を採ることしかない。その他、
教員養成機関の指定を受けた専修学校専門
課程で取得可能であるが、教育職員免許法施
行規則第28条の制約により昭和55年以降教員
養成機関として指定を受けた専修学校は存在
しない。大学等においては、幼稚園教諭免許と
保育士資格が同時取得可能であるが、専修学
校専門課程では、厚生労働省所管の保育士養
成しか認められていない。幼稚園と保育所の
連携で幼児施設の人材確保の必要性がありな
がら、教育機関においては、そのニーズに応え
ていないのが現状である。また、来年度幼稚園
教員資格認定試験が実施される予定になって
いるが、現任保育士のみ対象で、保育士養成
施設在学生は対象となっていない。カリキュラ
ム上幼稚園教諭及び保育士課程の差は少な
く、また、保育所在職経験者が幼稚園教員資
格認定試験受験可能であることも含め、幼稚
園教諭免許と保育士資格の差は職域に関して
も狭まりつつある。よって、幼稚園教諭養成課
程を保育士養成指定専修学校専門課程にお
いても設置可能をお願い致します。

教育職員免許法施行規
則第28条第1項

文部科学省

「幼稚園教諭二種免許付
与の緩和」提案理由書　別
添資料（1）教育職員免許
法第５条及び第５条別表
第１・教育職員免許法施行
規則第２章課程の認定第
１９条～第２３条　(2)教育
職員免許法施行規則第４
章教員養成機関の指定第
２７条～第３３条　(3)平成１
６年度私立短期大学幼稚
園教諭二種免許課程認定
学科一覧　(4)専修学校に
関するこれまでの主な施
策の経緯　専修学校の専
門課程への進路指導につ
いて（通知）　専修学校専
門課程修了者の大学編入
学等について学校教育法
第８２条の１０　(5)指定保
育士養成施設指定基準
(6)幼稚園教諭免許状・保
育士資格取得に要する最
低単位数対比表　(7)幼児
教育振興プログラム　(8)
釧路短大ニュース　第１号
2000.7.７　(9)幼稚園教員
資格認定試験について
（文部科学省中央教育審
議会初等中等教育分科会
幼児教育部会第9回資料）
(10)学校法人新潟福祉医
療学園通学部パンフレット

5008 50080001 株式会社　ヒ　ロ 1
濃縮温泉水を温泉法に基づく温泉
と同等に取り扱ってもらいたい。

・濃縮温泉水を温泉法　に基づく温泉と
同等に扱ってもらいたい
・濃縮温泉水は、天然温泉を水分のみ
蒸発させているので、成分外の損傷は
殆どなく、水道水等で希釈するとほぼ
源泉成分に戻る。（９５％以上）
・現行の温泉法による温泉は、ろ過循
環、水による希釈、塩素酸ナトリュウム
の投入も全て温泉と称して許可してい
る。
・濃縮温泉水は、人為的に手を加えて
いるために「温泉法の範疇にない」とさ
れている。
・現在の温泉施設の温泉水の大半は
人為的に手を加えているがこれは〃法
〃の基の温泉であるとしているが「濃
縮温泉水」は認められない。
・温泉法は、掘削に伴うこと以外に罰則
規定がない。

・濃縮可能な範囲で全国の温泉
地において天然温泉を生かして
可能な限り「全国温泉シリ－ズ」
を作り、濃縮し、コンパクトにして
輸送コストを削減し、消費者に確
かな温泉の提供をしたい。
・温泉療法医の要望もあるので、
特にアトピ－性皮膚の患者さん
の自宅での温泉療法と、アフタ－
ケア－の役に立ちたい。
・アトピ－性皮膚炎の患者さん
は、ろ過循環し塩素投入した温
泉で治療はできない。
・天然温泉の保護と、本物温泉
にこだわりを持って温泉を扱いた
い。　　　　　　　　　・濃縮温泉の
効果効能を消費者に明確に表示
し、人々の健康のためにの本物
温泉を提供たい。

・濃縮温泉水を温泉療法に取り入れたいので
あるが、「濃縮温泉水」は温泉法に基づく温泉
でないためにその効果効能を表示できないた
めに医療機関等が導入してくれない。
・同様の理由で公的機関の導入をしてもらえな
い。
・温泉療法医との取り組みで、アトピ－性皮膚
炎の自宅温泉治療法目的に使う場合、通常の
温泉水を使う場合、一度に大量の温泉を用意
しなければならず困難である。この解決策とし
て温泉水を濃縮して輸送できるよう考案した。
・「濃縮温泉水」を自宅で水道水で希釈して源
泉成分に戻すことができ、医学的にも温泉効
果を生かすことができる。これが何より重要で
あるため温泉の効能効果と温泉成分表示を明
確にして消費者を安心させたい。

・温泉法
　１．第２条
　２．第１３条
　３．第１４条
　４．施行規則
　　　第５条
　　　第６条
　　　第７条

・温泉利用許可

・公衆浴場における衛
生等管理要領等（これ
によって天然温泉が絶
滅する恐れがあると考
えられる）

・公衆浴場における水
質基準等に関する指針

・環境省
　
 
 
 
 
 
 
             ・都道
府県知事
・厚生労働省
・保健所による
指導体制

１．「濃縮温泉水」に関
する温泉法の疑義につ
いて（照会）
２．「濃縮温泉水」につ
いて（回答）
３．「濃縮温泉水」に関
する温泉法の疑義につ
いて（回答）
４．「濃縮温泉水」に関
する温泉法の疑義につ
いて（事務連絡）
５．「濃縮温泉水」につ
いて（回答）
６．「濃縮温泉水」につ
いて（回答）　　７．温泉
表示に関する実態調査
報告書　　（報道発表資
料）　　８．「濃縮温泉
水」について（回答）
９．「濃縮温泉水」につ
いて（回答）　　　10．景
品表示法に基づく対応
について（回答）
11．～15．新聞記事
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「特区、地域再生、規制改革・民間開放集中受付月間」における全国規模の規制改革・民間開放要望事項一覧

要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望

事項番号
要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
制度の

所管官庁
その他

（特記事項）

5009 50090001 佐藤栄司 1
法務図書館で閲覧許可を受ける際
の事務手続きの明確化

法務省法務図書館では館長の許可を
うければ誰でも図書の閲覧ができると
されているが、許可申請の手続きがわ
かりにくい。閲覧の許可・不許可が文書
で交付されない。不許可の場合、不服
申し立てができるのか不明である。よっ
て、閲覧許可申請について、事務手続
き・審査基準を行政手続法に準じた形
で明確化していただきたい。

裁判員制度が制定され、一般国民も専用入館
証が発行される弁護士・大学教授と同様に法
令関係の図書・資料を自由に閲覧・利用するこ
とが必要と思われる。

行政手続法第１条 法務省 　

5009 50090002 佐藤栄司 2
行政困りごと相談の処理状況等の
連絡と文書による通知

行政評価事務所に「お手紙でどうぞ
行政困りごと相談」により相談案件を送
付した場合、担当者が誰で、どのように
処理されているのか、あるいは、相談
の対象にならない事項なのかについて
の連絡と、措置結果については文書で
通知する等制度を明確にしてほしい。

行政評価事務所に「お手紙でどうぞ　行政困り
ごと相談」により相談案件を文書で送付しても、
いつまでも全く何も連絡が来ない場合があり、
文書を単に提出しただけで相談に至らない場
合がある。

根拠法令については不
明

総務省 　
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所管官庁
その他

（特記事項）

5010 50100001 宮崎信幸 1 法律相談の表示又は記載の自由化
誰でもが、有料・無料に拘らず、法律相
談をすることができるようにする。

弁護士や弁護士法人でなくても、
有料の法律相談を行うことがで
きるようにすることにより、現在
無料で法律相談を主催している
ボランティアその他の任意団体
の経済的基盤が安定し、その結
果としてより多くの相談の機会を
国民に提供できる。

利益を得る目的でないことを無料と、利益を得
る目的であることを有料とそれぞれ表現するな
らば、現在のところ、無料法律相談については
特段の規制はない。しかし、弁護士又は弁護
士法人でない者は、利益を得る目的で、法律
相談その他の法律事務を取り扱う旨の標示又
は記載をしてはならないと規定されている。そ
もそも有料又は無料であることで区別すること
に意味はない。有料・無料に拘らず、より多くの
法律相談の機会を国民に提供し、有益か無益
かは国民が判断し利用できるようにすることが
国民の利益につながる。

弁護士法第74条第2項 法務省

5010 50100002 宮崎信幸 2 税務相談の自由化
誰でもが、有料・無料に拘らず、税務相
談をすることができるようにする。

税理士や税理士法人でなくても、
税務相談を行うことができるよう
にすることにより、より多くの相談
の機会を国民に提供できる。

現在のところ、税理士業務の一つである税務
相談は、有料・無料に拘らず、税理士又は税理
士法人でなければ行ってはならないと規定され
ている。この規制は、国民にとっては何ら利益
とならない。有料・無料に拘らず、より多くの税
務相談の機会を国民に提供し、有益か無益か
は国民が判断し利用できるようにすることが国
民の利益につながる。

税理士法第2条第1項第
3号、同法第52条

財務省
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所管官庁
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（特記事項）

5011 50110001 横浜市 1
社会保険診療報酬支払基金が取り
扱う審査支払業務の範囲拡大

　社会保険診療報酬支払基金の業務
は、社会保険診療報酬支払基金法、国
の告示及び局長通知により業務範囲
が特定されています。
　現在横浜市が実施している重度障害
者医療費助成制度、ひとり親家庭等医
療費助成制度及び小児医療費助成制
度（以下「医療費助成制度」という。）の
審査支払業務は、対象外とされている
ため、告示に伴う局長通知の改正によ
り、社会保険診療報酬支払基金が取り
扱える業務範囲とするよう要望します。

　医療費助成制度の審査支払業
務を、社会保険診療報酬支払基
金に委託する。
　現在、社会保険分については、
保険分はレセプトで社会保険診
療報酬支払基金に、医療費助成
分は国民健康保険団体連合会
に審査支払事務を委託しており、
医療機関が請求を行っている。

　医療費助成制度の審査支払業務を、社会保険診
療報酬支払基金に委託することにより、医療費助成
制度における下記の問題点を解消する。
①　医療機関は、社会保険分のレセプト作成以外に
医療費助成分の請求書作成が必要であり、事務処
理が負担となっている。
②　レセプトの査定減点や資格過誤があっても、医
療費助成分がレセプトと連動できず、公費の過払い
が発生している。
③　高額療養費については、実施主体が一旦全額
を医療費助成した後、保険者や医療費助成対象者
本人や被保険者と連絡調整し高額療養費の精算を
しており、事務処理が煩雑化している。

社会保険診療報酬支払
基金法第１３条及び同
条第３項の規定による
告示及び局長通知

厚生労働省

①　告示に伴う厚生省
保険局長通知
②　１３大都市心身障害
者医療費助成主管課長
会による要請文

5012 50120001 高浜市 1
私人の公金収納事務の委託範囲の
拡大

地方自治法施行令第１５８条により、歳
入の徴収又は、収納委託が認められて
いるが、その項目が同条に列挙された
ものに限定されている。　現在では、指
定管理者制度等、公共における民間活
力の活用が増大しており、施行令に列
挙された項目に準ずるものに対して公
金の徴収又は収納委託を可能とする
要請が高まっている。また、第１５９回
国会に提出された児童福祉法の一部
改正において提案されている保育料収
納事務の私人への委託同様に、幼稚
園授業料収納事務も私人への委託を
認める必要性があり、また、認めたこと
の一事をもって、公金の取扱いの公正
さが害されたり、責任の所在が不明確
になる等の弊害が生じるとは思えな
い。そこで、講座受講料、幼稚園授業
料、公園占用料、入場料、派遣料（訪
問入浴車）、その他これに類する歳入
の収納又は徴収について、私人への
委託が可能となる措置を要望する。

アウトソーシング及び指定管理
者制度を活用していくうえで、私
人の取扱える徴収又は収納事務
が限られているのが現状であり、
その他これらに類する歳入の徴
収及び収納について可能とする
ことによって公共における民間活
力の導入が加速するとともに雇
用の創出が図られることによる
効果が期待され、市民サービス
の向上に繋がる。

現状では、地方自治法施行令第１５８条の列挙事由に該当
しない講座受講料、幼稚園授業料、公園占用料、入場料等
は、市の出納職員が取扱わざるを得ず、アウトソーシング
による公共事務の削減・公共事業の円滑化が不十分な状
態となっている。アウトソーシングを積極的に推進している
本市において、市の事務事業の見直しを図るうえでの障害
となり、事務の軽減及び効率化に限界がある。また、アウト
ソーシング等により委託される業者にとっても、制限によっ
て公金の取扱いができず、市の職員に任されるのであって
は、結局委託された事務事業を遂行するにつき市の職員
の配置を考えたりしなければならず、必ずしも円滑な遂行
が可能な状況とはなっていない。また、徴収又は収納委託
を私人に委託したとしても、市が行う事業であることは他か
らも十分に見ることができる筈であって、そのこと一事を
もって責任の所在等が不明確になるとはいえない。さらに、
地方自治法施行令第１５８条列挙事由以外の公金につい
て、私人に徴収又は収納を委託したとしても、委託先の選
択さえ適切であれば、また委託先の監督が十分になされて
いれば、公金の取扱いに不正・不公正が生じるともいい難
い。いずれにしても、アウトソーシングが全国的に展開され
ている今、私人への信用も高まっており、地方自治法施行
令第１５８条列挙事由以外のものについて、列挙事由と同
様に私人への徴収又は収納委託する要請は強い一方で、
列挙事由とそれ以外のものについて特に区別をして、徴収
又は収納の委託を禁ずるべき弊害は生じていないといえ
る。したがって、講座受講料等の収納又は徴収に関して、
私人への委託が可能となる措置を要望する。

・地方自治法（昭和２２
年法律第６７号）第２４３
条（私人の公金取扱い
の制限）　　　　　・地方
自治法施行令（昭和２２
年政令１６号）第１５８条
（歳入の徴収又は収納
の委託）

総務省
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5012 50120002 高浜市 2
警戒宣言発令時の警戒本部の置換
えについて

　大規模地震対策特別措置法に基づ
き、第３条に基づき地震防災対策強化
地域に指定された市町村は、同第１６
条により警戒宣言が発令されたとき
は、「市町村地震災害警戒本部」を設
置するものとされています。また、災害
対策基本法第２３条に基づき災害が発
生し、又は災害が発生するおそれがあ
る場合において市町村地域防災計画
の定めにより、「災害対策本部」を設置
することができるとされています。警戒
宣言が発令されたら警戒本部を設置
し、地震がおきたら災害対策本部が設
置され警戒本部は廃止されます。災害
対策本部と地震防災警戒本部の名前
が代わるだけで行う事務や構成メン
バーについてはほとんど同じです。そこ
で、警戒宣言を発令された時点で「市
町村地震災害警戒本部」の代わりに、
「災害対策本部」を設置することにより
「市町村地震災害警戒本部」を設置し
たこととすることができる措置を要望し
ます。

　いつ発表されるか分からない
警戒宣言に対する「市町村地震
災害警戒本部」を突然設置する
には普段の訓練等がかなり必要
となりますが、台風、大雨等の災
害時に設置する「災害対策本部」
を警戒宣言時に設置すれば迅速
に対応でき市民の被害を最小限
に抑えることができます。今まで
計画上だけで防災の体制をとっ
ていたのがより実践的に対応で
きるようになり、地震災害に迅速
に対応できるようになる。

　災害対策基本法第４２条に定める市町村地域防
災計画に定めるところにより「災害対策本部」と大規
模地震対策特別措置法第１６条に定める「地震防
災警戒本部」とが同じようなメンバーで構成してお
り、警戒宣言が発令されたら「地震災害警戒本部」
を設置し、地震がおきたら「災害対策本部」が設置さ
れ「地震災害警戒本部」は廃止されます。災害対策
本部と地震防災警戒本部の名前が代わるだけで行
う事務や構成メンバーについてはほとんど同じで
す。台風等災害が起こる恐れのあるときは、注意
報、警報等の発令により「災害対策本部」を設置し
て台風が来る前から処理が終わるまで設置してい
ます。市町村の立場では同じ市町村地域防災計画
のなかで「災害対策本部」の設置を定め、またその
中で地震強化計画を定め同じように「地震災害警戒
本部」の設置を定めています。二つの法律で定める
こととなっている本部が市民に分かりにくく運営し難
い状況になっています。台風の警報が出ているとき
に警戒宣言が出されると、両方とも設置しなければ
ならなくなり当市では運営不可能です。そのため、
警戒宣言を発令された時点で「市町村地震災害警
戒本部」の代わりに、「災害対策本部」を設置するこ
とにより「市町村地震災害警戒本部」を設置したこと
とすることができることとし、大規模地震対策特別措
置法の「地震災害警戒本部」を災害対策基本法第２
３条第１項に規定する「災害対策本部」に読み替え
ることができる措置を要望します。

　大規模地震対策特別
措置法　第１６条（警戒
本部に関する災害対策
基本法の準用）     　第
１８条（市町村警戒本部
の組織及び所掌事務
等）

総務省

5012 50120003 高浜市 3
地震防災応急計画に代わる地震防
災規程の提出先一元化について

　大規模地震対策特別措置法で地震
防災対策強化地域に、東南海・南海地
震に係る地震防災対策の推進に関す
る特別措置法で東南海・南海地震防災
対策推進地域に指定された地域内の
法で定める施設又は事業所はそれぞ
れの法律により「地震防災応急計画」
「対策計画」の作成義務があります。こ
れらの計画は、みなし規定により消防
法に定める消防計画又は予防規定の
中にそれぞれ「地震防災規程」「東南
海・南海地震防災規程」を定めることに
より作成したものとしてみなされます。
この場合上記規程部分を修正したとき
は修正した規定の部分の写しを都道府
県知事に届け出て、市町村長に写しを
送付し、消防長又は消防署長へ消防
計画の全体を提出する必要があり、そ
の他部分の消防計画の修正をした場
合は消防長または消防署長へ提出し
ます。そこで、消防計画本来の提出先
の消防長又は消防署長へ提出すること
にそれぞれの計画を提出したものとす
る措置を提案します。

　現在のように複数の提出先が
あると、計画の策定、変更に困
難を極め策定率がなかなか上が
らない状態ですが、提出先を１箇
所にすることにより計画作成に
効果があり、提出率が上がり地
震に対する防災意識の向上につ
ながる。

大規模地震対策特別措置法第３条で地震防災対策
強化地域（以下「強化地域」）に、東南海・南海地震
に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法第
３条で東南海・南海地震防災対策推進地域（以下
「推進地域」）に指定された地域内の法で定める施
設又は事業所はそれぞれの法律により「地震防災
応急計画」「対策計画」の作成義務があります。これ
らの計画は、みなし規定により消防法第８条に定め
る消防計画又は第１４条の２に定める予防規定の
中にそれぞれ強化地域は「地震防災規程」、推進地
域は「東南海・南海地震防災規程」を定めることによ
り作成したものとしてみなされます。予防規程の場
合は、市町村長等の認可を受ける必要があります。
変更をした場合も同様で市町村長の認可が必要
で、危険物の製造所等の規程なので消防本部等に
提出しています。消防計画の場合上記規程部分を
修正したときは修正した規定の部分の写しを都道
府県知事に届け出て、市町村長に写しを送付し、消
防長又は消防署長へ消防計画の全体を提出する
必要があり、その他部分の消防計画の修正をした
場合は消防長または消防署長へ提出します。修正
する部分が違うことにより提出先や提出部数が変
わり混乱を招いています。そこで、消防計画、予防
規程本来の提出先のみの消防長又は消防署長、ま
た市町村長へ提出することによりそれぞれの計画を
提出したものとする措置を提案します。

　大規模地震対策特別
措置法　第８条第２項
（地震応急計画の特例）
東南海･南海地震に係
る地震防災対策の推進
に関する特別措置法
第８条第２項（対策計画
の特例）

総務省
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5013 50130001 株式会社アジアス 1

新規医療用具の承認申請の際、人
体への悪影響があまり考えられな
いものであれば、申請を簡略化して
欲しい。

新規医療用具の承認申請の際、相当
な時間と経費が掛かる。人体への悪影
響があまり考えられないものであれ
ば、申請を簡略化して欲しい。また、厚
労省指定病院でなくとも臨床データ取り
を認めて欲しい。（外国のデータの有効
性ももっと参照して欲しい。特に厚労省
が政策を検討するときに参考にあげて
いる国のデータ等。）

段階的波動発生装置（特許公開
済）を現在は低周波治療器として
申請・承認しているが、新規医療
用具として再度申請し、別の効
能・効果をうたいたい。また、大
手医療メーカーだけでなく、中小
企業、ベンチャー会社にも新規
医療用具の申請の間口が広が
り、開発コストもダウンする。

申請が大変。入り組んでいる。新規で参入する
にはノウハウが必要。ノウハウを知るための公
的機関の相談も数十〜数百万円とる。（PMDA
での医療用具治験・申請前相談で1相談あたり
160万円強必要）以前申請しようとした際、30例
を２カ所計60例の症例を取り、計数億円が必
要と言われた。これでは新規参入の中小企業
がせっかく良い発明をしても生かせない。

薬事法第80の3、厚生
労働省令第28号第4
条、第35条、第42条

厚生労働省

5013 50130002 株式会社アジアス 2
医療用具における広告・広報及び
情報開示等の規制緩和。

「世界初・特許公開」「世界17ヶ国特許
認可」等特許を取得あるいは公開した
旨の表現を広告に使用してはいけな
い。とあるが、なぜダメなのか具体的に
示して欲しい。特許取得とその内容が
事実であれば、うたっても良いことにし
て欲しい。

「特許」に関する表現は、消費者に特別良い製
品であるかの誤認を与えるおそれがあることか
ら、広告基準において使用しないよう、遵守す
べき事項としている。 が、特許というものがどう
いうものであるか、消費者はわかってきてい
る。特許という権利を持っているのにそれを製
品に表示できないのは厳しい。これも大メー
カーによるイメージ広告によって、聞いたことの
あるメーカーのものであれば大丈夫であるとの
イメージを消費者に与え、中小企業の製品が
淘汰されてしまう。

薬事法第66条の2、
医薬品等適正広告基準
（昭和55年10月9日薬発
第1339号厚生省薬務局
長通知　別紙部分を抜
粋） 、第3（基準）10　医
薬関係者等の推薦

厚生労働省
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5014 50140001 民間企業 1
前払式証票の発行に係る保全契約
の種類の拡大（保険会社による債
務保証を対象とする。）

前払式証票の規制に関する法律によっ
て、自家型発行者が前払式証票を発
行する際には、発行保証金の供託又
は発行保証金の供託に代わる保全契
約の締結が求められている。この保全
契約として、銀行等による債務保証、
損害保険会社等による保証保険が認
められているが、保険会社による債務
保証も有効な保全契約としていただき
たい。

保険会社の債務保証履行の能力は銀行等に
劣るものではなく、保険会社による債務保証も
有効な保全契約と認めていただくことによっ
て、前払式証票の発行者において保全契約の
取引先が拡大され、取引先確保のリスク低減
につながるものと考えられる。

前払式証票の規制等に
関する法律施行規則第
１６条

金融庁

5015 50150001
オリックス・レンタカー株式会
社

1
レンタカーの乗逃げ車両のリサイク
ル費用（預託金）の費用化

預託金については､最終所有者が使用
済み車両を引き取り業者へ渡したとき
に費用化ができるとあるが、乗逃げ車
両については規程がない。乗逃げの場
合は、「乗り逃げ証明」などの方法で抹
消し、預託金の費用化を認めてほし
い。

乗逃げ車両は、発見されない限り費用化がで
きないため、永久に預託金が消えない。企業
の経理処理として現実とかけ離れた処理であ
り、不自然である。

自動車リサイクル法 環境省
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その他

（特記事項）

5015 50150002
オリックス・レンタカー株式会
社

2
レンタカーの稼働率にあった保管場
所の確保の容認

自家用自動車貸渡許可申請書の事項
には、車庫の収容能力の記載が義務
付けられており。また、自動車の保有
者は道路上以外の場所での保管場所
を確保することとされている。しかし、レ
ンタカーは業務用車両に近い性質であ
り、ユーザーにレンタルしている期間は
保管場所が空くため、保管場所の収容
能力については稼働率にあった台数で
認めてほしい。

事業者からみれば、保管場所確保費用の軽減
につながる。また、都市部において、駐車場ス
ペースが社会問題化している中､レンタカー事
業者による広範な駐車スペースの確保は、一
般企業、個人に駐車場確保をこんなんにさせ、
土地の有効利用の妨げになっている。

道路運送法施行規則第
５２条４項および自動車
の保管場所の確保等に
関する法律第３条

警察庁

5015 50150003
オリックス・レンタカー株式会
社

3
車両管理可能な事務所（メンテナン
ス拠点等）を使用の本拠地とする。

自動車の保有者は道路上の場所以外
での保管場所を確保しなければならな
いとされ、且つ、その保管場所は使用
の本拠地から２ｋｍを越えない範囲と定
められている。これを、レンタカー会社
が保管場所を確保する場合には、現在
認められている営業所だけでなく、車
両管理ができるメンテナンス拠点等を
使用の本拠に準ずるものとして認めて
ほしい。

保管場所の確保に関する法律は、路上駐車を
抑制し、交通の円滑化を図ることが目的と思わ
れる。レンタカーの場合、使用の本拠たる営業
所は利用者に対し貸し渡しを行う場所であり、
車両の管理ができるのであれば、メンテナンス
拠点等でも代替できると思われる。また、レンタ
カーの営業所は駅前などの一等地に多く、事
業者が駐車スペースを確保することにより、周
囲の駐車場需給状況を悪化させることから、マ
イナス面が多いと思われる。

自動車の保管場所の確
保等に関する法律第３
条および同施行令第１
条

警察庁
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管理番号
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補助
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5016 50160001 社団法人全国地方銀行協会 1
銀行及びグループ会社で販売でき
る保険商品のさらなる拡大

すべての金融商品について、銀行及び
銀行子会社における販売を解禁する。

顧客に対し銀行商品（貯蓄型商品）と保険商品
（保障型商品）とをバランスよく組み合わせて提
供することが可能となり、顧客のライフプランニ
ングに応じた総合的な資産形成アドバイスの
実施、本格的なバンカシュランスの実現への道
が開ける。「保険の基本問題に関するＷＧ」の
報告書では、「銀行等による保険販売規制の
見直しについては、本報告後、例えば１年後か
ら段階的に行うこととし、（中略）遅くとも本報告
後３年後には、銀行等において原則として全て
の保険商品を取り扱えるようにすることが適
当」とされたが、できる限り早期に全面解禁さ
れるべきである。また、弊害防止措置につい
て、一例として、「新たに認められる商品につい
ては、従来の抱合せ販売の禁止に加えて、『圧
力販売につながるような融資先に対する保険
販売を禁止』することが適当である」とされた
が、過度の規制は銀行の事務負担の増大の
みならず、顧客利便を損なうことにも繋がるた
め、販売を禁止する融資先企業の範囲につい
ては最小限に止めるなど、慎重に検討を行う
べきである。

保険業法 第275条、同
施行規則 第211条、第
211条の２、第211条の３

金融庁

本年３月に総合規制改
革会議が公表した「規
制改革・民間開放推進
３か年計画」（以下、「３
か年計画」）では、「銀行
等が原則としてすべて
の保険商品を取り扱え
ること、その銀行の子会
社又は兄弟会社である
保険会社の商品に限定
しないことについて引き
続き検討を行い、速や
かに結論を得、所要の
措置を講ずる。」として
いる。なお、３月31日、
金融審議会 金融分科
会 第二部会において
「保険の基本問題に関
するＷＧ」が取りまとめ
た報告書が了承され、
現在、行政当局におい
て具体的な検討が行わ
れている。

5016 50160002 社団法人全国地方銀行協会 2
銀行子会社等における保険代理店
業務の解禁

銀行の子会社等の業務範囲に保険代
理店業務を追加する。

既に銀行による保険会社の子会社化、銀行本
体による保険窓販は認められているが、代理
店子会社方式だけが認められていない。保険
業に係る各行のビジネスモデルによっては、組
織を分離して専門特化を図った方が効率的な
営業が行える場合もあると考えられ、その際、
保険子会社の保有が困難な地域金融機関に
とっては、代理店子会社方式によることが現実
的かつ有効と考えられることから、本方式を認
めるべきである。

銀行法 第16条の２第１
項第４号、第９号、同施
行規則 第17条の３第２
項３号の４

金融庁

本年３月に総合規制改
革会議が公表した「規
制改革・民間開放推進
３か年計画」（以下、「３
か年計画」）では、「銀行
等が原則としてすべて
の保険商品を取り扱え
ること、その銀行の子会
社又は兄弟会社である
保険会社の商品に限定
しないことについて引き
続き検討を行い、速や
かに結論を得、所要の
措置を講ずる。」として
いる。なお、３月31日、
金融審議会 金融分科
会 第二部会において
「保険の基本問題に関
するＷＧ」が取りまとめ
た報告書が了承され、
現在、行政当局におい
て具体的な検討が行わ
れている。
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5016 50160003 社団法人全国地方銀行協会 3 生命保険の構成員契約規制の廃止
生命保険の構成員契約規制を廃止す
る。

現状、生命保険募集人（銀行等）と「密接な関
係」を有する法人の役職員に対しては、当該役
職員が自らの意思で保険商品の購入を銀行等
に申し出た場合であっても、銀行等は当該商
品の説明すらできない。また、本規制により、
銀行等が顧客に対して生命保険の募集を行う
際には、商品内容やリスク等の説明を行う前
に、まず顧客の勤務先を確認しなければならな
い。個人情報の取扱いに関する関心が高まる
中、このような不自然な確認事務を行うこと
は、顧客の側に無用な混乱と不信感を惹起す
る結果となりかねない。規制を廃止により、顧
客利便の向上、銀行等の収益機会の拡大、事
務負担（特定関係法人の確認に係る事務）の
軽減等を図ることができると考えられる。本件
については、平成13年より検討事項として取り
あげられているが、未だ結論を得るに至ってい
ないため、早急に検討を進めるべきである。

保険業法 第300条第１
項第９号、同施行規則
第234条第１項第２号、
平成10年大蔵省告示第
238号（平成10年６月８
日）、金融庁事務ガイド
ライン（第二分冊 保険
会社関係）２－２(6)

金融庁

「３か年計画」では、「行
政改革委員会の意見を
最大限尊重し、金融審
議会において構成員契
約規制の在り方につい
て、結論を得るべく、引
き続き検討を進める。」
としている。

5016 50160004 社団法人全国地方銀行協会 4
普通銀行本体及び信託代理店にお
ける信託併営業務の取扱い解禁

普通銀行本体及び信託代理店におけ
る遺言信託、不動産業務等の信託併
営業務の取扱いを解禁する。

a. 遺言信託：生前の資産管理か
ら死亡後の財産処分までの一連
の管理処分機能が、地域に根ざ
した地域金融機関に求められて
おり、シルバー世帯へのよりきめ
細かいサービスの提供が実現で
きる。 b. 不動産業務：不動産業
務は、リバースモーゲージや遺
産整理業務等、不動産処分によ
る換価を実施することで、個人の
資産に占める割合の高い不動産
から納税資金・借入返済金等の
資金捻出を可能とする。また、法
人取引においても、資産に関す
る総合的なコンサルティングサー
ビスの提供が可能となる。

併営業務については、地域金融機関に必要な
機能として左欄業務の解禁が望まれる。普通
銀行本体での信託業務の取扱いが認められる
こととなったにもかかわらず、併営業務につい
ては引続き専業信託銀行のみに認めることと
する理由は特にないと考えられ、また、大都市
圏を除く地方では、専業信託銀行の店舗数が
非常に少なく、信託サービスの提供に関し地域
間格差が生じていることから、顧客が地方銀行
に寄せる期待も大きい。少なくとも、「信託に関
するＷＧ」の中間報告書において触れられた、
遺言関連業務を取り扱える者の範囲の拡大、
および当該業務に係る取次業務の容認につい
ては早急に措置すべきである。

金融庁事務ガイドライン
（第一分冊　預金取扱い
金融機関関係）２－１－
１、信託業法 第５条第１
項、金融機関の信託業
務の兼営等に関する法
律 第１条、同施行令 第
２条の２、同施行規則
第２条の２

金融庁

「信託に関するＷＧ」の
中間報告（Ｈ15.7.28）で
は、「専業信託銀行等に
対してのみ認められて
いる遺言関連業務につ
いて、国民の金融ニー
ズに応えるとの観点か
ら、当該業務を取り扱え
る者の範囲を拡大する
とともに、当該業務に係
る取次業務を認めては
どうかとの意見があっ
た。この点については、
信託業に係るサービス
の提供チャネルを拡大
し利用者のアクセスの
向上に資することから、
本業との親近性等にも
十分留意し、検討が進
められるべきである。」と
している。本年１月に総
合規制改革会議が公表
した「『全国規模での規
制改革要望』に対する
各省庁からの再回答に
ついて」（以下、「各省庁
からの再回答」）では、
「金融機関に課されてい
る他業制限や金融機関
の業務との関連性等を
踏まえ検討を行う」とし
ている。
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5016 50160005 社団法人全国地方銀行協会 5
投資顧問業法における投資助言業
務の解禁

顧客の有価証券投資に係る助言業務
を銀行本体にも認める（投資顧問業法
の適用除外の取扱いとする）。

銀行本体における投資信託や年金商品の窓
販解禁等により、銀行窓口で取り扱うことので
きる投資型商品が拡大している中、顧客に投
資判断の材料を提供する投資助言業務は普
通銀行には認められていない。顧客ニーズに
幅広く応えていく観点から、信託兼営金融機関
以外の普通銀行にも広くこれを認めるべきであ
る。

銀行法 第10条第２項、
第11条、有価証券に係
る投資顧問業の規制等
に関する法律 第４条

金融庁

昨年12月に総合規制改
革会議が公表した「『全
国規模での規制改革要
望』に対する各省庁から
の回答」では、「銀行に
ついては、利益相反の
防止、経営の健全性の
確保及び取引の公正性
確保等の観点から、株
式の売買の取次ぎ業務
等の証券業を行うことが
制限されている。」また、
「平成15年12月24日の
金融審議会において銀
行への証券仲介業の解
禁が認められたところで
あり、これらの措置の定
着状況を見極めながら
検討を行う。」としてい
る。なお、信託兼営金融
機関については、「金融
機関の信託業務の兼営
等に関する法律施行規
則」の改正により、４月１
日付で投資助言業務お
よび投資一任業務が解
禁された。

5016 50160006 社団法人全国地方銀行協会 6
確定拠出年金制度の改善（拠出限
度額の引上げ、マッチング拠出の
解禁、加入対象者の拡大）

確定拠出年金制度について、a.拠出限
度額の引上げ、b.マッチング拠出の解
禁、c.加入対象者の拡大、の措置を講
じる。

a に関しては、少子高齢化が急速に進む中、
加入者の自助努力を促すためにも、限度額の
引上げが必要である。「平成16年度税制改正
の要綱」において、限度額の引上げについて
措置の方向が示されたが、今回の引上げ額は
小幅であり、企業年金を実施していない企業の
従業員が個人型年金に加入する場合の拠出
限度額が企業型年金における拠出限度額に
比して過少であるという問題は依然解決されて
いないため、更なる引上げを検討すべきであ
る。bについては、企業年金（厚生年金基金・適
格退職年金）では企業のみならず従業員にも
掛金拠出が認められているにもかかわらず、
確定拠出年金制度においては企業型年金加
入者による追加拠出（マッチング拠出）が行え
ないことは不合理である。　c については、制
度の加入対象者に、第三号被保険者（専業主
婦等）及び公務員を加えるべきである。例え
ば、拠出期間が短い加入者が退職し専業主婦
等になった場合、将来において少額の給付し
か得られないことが想定される。本件について
は、「３か年計画」では取りあげられていない
が、改めて検討を行うべきである。

確定拠出年金法 第９
条、第19条、第20条、第
62条、第68条、第69条、
同施行令 第11条、第36
条

厚生労働省

「各省庁からの再回答」では、
「a.拠出限度額の引上げ」につ
いては、「12月17日の税制大
綱により認められ、現在与党と
調整中」とし、「b.マッチング拠
出の解禁」については、「企業
型における本人拠出について
は、個人が任意で拠出するこ
ととなることから、貯蓄との相
違の整理ができるのか等の基
本的な問題があるため、見直
しが困難であり、措置できな
い。」とし、「c.加入対象者の拡
大」については、「第３号被保
険者については、公的年金に
おける整理等を見て検討する
必要があること、公務員につ
いては、公務員の退職給付制
度の取扱いの中で検討される
べき問題であり、現時点での
見直しは困難であるため、措
置できない。」としている。な
お、「a.拠出限度額の引上げ」
については、本年１月、「平成
16年度税制改正の要綱」が閣
議決定され、個人型年金、お
よび企業型年金における拠出
限度額が引き上げられる見込
みである（個人型年金：18万円
→21.6万円、企業型年金[他の
企業年金がある場合]：21.6万
円→27.6万円、企業型年金[他
の企業年金がない場合]：43.2
万円→55.2万円）。
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5016 50160007 社団法人全国地方銀行協会 7
確定拠出年金制度の改善（運用関
連業務と運用商品の販売等の事務
の兼務禁止ルールの廃止）

確定拠出年金制度について運用関連
業務（運用の方法に係る情報提供）と
運用商品の販売等の事務の兼務禁止
ルールを廃止する。

自行が運営管理機関である場合、提示商品の
内容に関する加入者からの照会に対応でき
ず、加入者に不信感を抱かせることに繋がりか
ねない。本規制が撤廃されれば、確定拠出年
金制度の概要や各運用商品に関する説明から
販売事務まで、一担当者が一貫して取り扱うこ
とが可能となり、顧客利便の向上にも資する。
加えて、大手金融機関に比して人的余力に乏
しい地域金融機関においては、より柔軟な組
織運営・業務展開が可能となり、確定拠出年金
制度のさらなる普及に寄与できると考えられ
る。本件については、「３か年計画」では取りあ
げられていないが、改めて検討を行うべきであ
る。

確定拠出年金法 第100
条第７号、確定拠出年
金運営管理機関に関す
る命令 第10条第１号

厚生労働省

「各省庁からの再回答」
では、「加入者の利益を
考慮して、利益相反行
為が行われないように、
兼業禁止を原則として
いるところであり、変更
することはできない。な
お、営業職員が顧客の
求めに応じ一般的な説
明を行うこと等は認めて
いる」としている。

5016 50160008 社団法人全国地方銀行協会 8
コミットメントライン契約適用対象の
さらなる拡大

コミットメントライン契約（特定融資枠契
約）の適用対象を拡大し、a.中小企業
（資本金３億円以下等）、b.地方公共団
体、地方公社、独立行政法人等、をそ
の範囲に含める。

平成13年６月の法改正により、それまで商法
特例法上の大会社に限定されていた対象企業
等に、①資本の額が３億円を超える株式会社、
②証券取引法の規定による監査証明を受けな
ければならない株式会社、③特定債権等譲受
業者、④特定目的会社及び登録投資法人等
が加えられたが、より幅広い中小企業への金
融の円滑化を図るという観点からは、さらなる
適用対象の拡大が必要である。また、地方公
共団体等の資金需要に対しより安定的・機動
的に対応していくためには、こうした先も適用
対象に含めるべきである。本件については、平
成15年より検討事項として取りあげられている
が、未だ結論を得るに至っていないため、早急
に結論を得るべきである。

特定融資枠契約に関す
る法律 第２条

法務省、金融
庁、経済産業
省、中小企業
庁、総務省

「３か年計画」で金融庁
は、「経済的弱者の保
護という利息制限法（昭
和29年法律第100号）及
び出資法（「出資の受入
れ、預り金及び金利等
の取締りに関する法
律」、昭和29年法律第
195号）の趣旨を踏まえ
つつ、コミットメント・ライ
ン契約を利用できる借
主の範囲について検討
し、結論を得る。」として
いる。
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5016 50160009 社団法人全国地方銀行協会 9
店舗の営業時間規制（午前９時～
午後３時）の緩和

店舗の営業時間規制（午前９時から午
後３時まで）を緩和する。

小規模・少人数の店舗において
は、昼の休憩時間帯に営業面、
防犯面で支障が生じるが、昼食
休憩時間帯に窓口を閉鎖できれ
ば、交代要員の確保が不要とな
り、最小限の人員による窓口営
業が可能となる。これにより、従
来は人員確保が難しく無人化せ
ざるを得なかった店舗も、有人店
舗として存続させることが可能と
なり、無人化する場合と比べ顧
客利便の維持・向上に資するこ
とができる（なお、窓口閉鎖中は
ＡＴＭコーナーは必ず開けておく
など、資金決済に係る顧客利便
の維持には十分配意するものと
する）。

現行規制によれば、平日の午前９時から午後
３時までは原則として必ず銀行窓口を開けてお
かなければならない。しかし、銀行の各店舗に
おける時間帯毎の来店客数は、各店舗の立地
条件や顧客層の違い等により多様なものと
なっている中、顧客利便の維持・向上及び銀行
経営の効率化の両面からより柔軟な店舗運営
の形態が求められてきており、営業時間につ
いても各行の自己責任に基づく機動的な設定
を可能とすべきである。

銀行法 第15条、同施行
規則 第16条、第35条第
１項第７号

金融庁

「３か年計画」では、「為
替取引や当座預金業務
を行っておらず、ＡＴＭ
の設置による代替措置
が確保されている等、利
用者利便を損なわず決
済システムに支障がな
いと考えられる出張所
に係る休日や営業時間
の規制については緩和
することとし、その具体
的な内容について平成
16年度中に検討を行
い、措置する。」としてい
る。

5016 50160010 社団法人全国地方銀行協会 10
複数銀行による従属業務会社の共
同設立の解禁

収入依存度規制を緩和し、複数の銀行
による従属業務会社の設立を可能とす
る。

銀行のグループ会社が営む従属業務について
は収入依存度規制（銀行及びその子会社等よ
り50％以上）が課されているため、従属業務会
社が複数の銀行の関連会社となること（複数銀
行による関連会社の共同設立）は実質的に困
難となっている。平成14年４月より、従属業務
会社に係る出資比率規制（銀行の100％子会
社に限る）が廃止され、銀行と一般事業会社に
よる従属業務会社の共同設立は可能となった
にもかかわらず、複数の銀行による共同設立
ができないことは合理性を欠くため、独占禁止
法第11条ガイドライン（収入依存度規制につい
て「原則として50％以上」と規定）と平仄を合わ
せ、柔軟な運用が可能となるよう措置すべきで
ある。本件については、「３か年計画」を踏ま
え、早急に検討を行うべきである。

銀行法第16条の２第１
項８号、銀行法施行規
則第17条の２第６項、平
成14年金融庁告示第34
号（平成14年３月29日）

金融庁

「３か年計画」では、「共
同従属会社の設立につ
いては、銀行の経営効
率化の必要性を踏ま
え、銀行の他業禁止規
定と、本来、銀行業から
みれば他業である従属
業務の在り方等を踏ま
えつつ検討を行う。」とし
ている。
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5016 50160011 社団法人全国地方銀行協会 11 代理店に係る規制の緩和
代理店について、a.業務範囲の拡大、
b.100%出資規制の緩和（法人代理店）、
の措置を講じる。

aに関しては、銀行の代理店において営むこと
のできる代理業務は限定されており、例えば投
資信託や保険商品の販売は行えない等の制
約がある。地域の顧客ニーズに従来以上にき
め細かく対応していくうえで、代理店は有効な
有人拠点になり得ると考えられ、その積極的な
活用を促す観点からも代理店の業務範囲を銀
行法第10条、11条、12条に定める業務全般に
拡大すべきである。bに関しては、法人代理店
の機動的な設置及び組織的な管理を可能とす
るため、現行の出資比率規制（100%出資規制）
を緩和すべきである。本件については、「３か
年計画」を踏まえ、早急に措置すべきである。

銀行法施行規則 第９条
の３第２項、第10条、平
成11年金融監督庁告示
第10号 第２条（平成11
年４月１日）、平成14年
金融庁告示第33号（平
成14年３月29日）

金融庁

「３か年計画」では、「銀
行代理店制度について
は、金融機関の健全性
や決済システムに与え
る影響等の観点を踏ま
えつつ、資本関係規制
等制度の見直しを行うこ
ととし、平成16年度中に
検討を行い、措置す
る。」としている。

5016 50160012 社団法人全国地方銀行協会 12
子会社における労働者派遣事業に
係る規制の緩和

労働者派遣事業に関して、a.専門的な
知識・技術や特別な雇用管理を必要と
する業務であって政令で定める業務
（いわゆる26業務）に係る規定等の見
直し、b.事前面接の禁止規制の緩和、
の措置を講じる。

　aに関しては、労働者派遣法施行令第４条第25号
において、「金融商品の営業関係の業務」に係る金
融商品の範囲を「金融商品の販売等に関する法律
第２条第１項に規定する金融商品」に限定している
が、これらの金融商品以外にも専門的な知識を必
要とする商品は多く存在するため（ローン関連商品
等）、ここでの金融商品の定義を見直すべきであ
る。また、労働者派遣事業に関する実務指針（労働
者派遣事業関係業務取扱要領）においては、金融
商品の営業関係の業務を行う派遣労働者に求めら
れる専門知識のレベルとして、証券一種外務員資
格等の必要以上に高度な資格を例示している（証
券二種外務員資格等を含めない理由が明らかでな
い）。この点について、厚生労働省は、「例示した資
格を有しなくても、これに相当すると認められる者に
ついては、例示された資格を有する者に含めて考え
てよい」としているが、例えば、証券二種外務員資
格を一種に相当するとみなすことはやはり困難であ
り、これらの資格の例示は見直すべきである。加え
て、債務者等に対する企業再生関連業務について
も26業務に含めるべきである。本件については、「３
か年計画」では取りあげられていないが、改めて検
討を行うべきである。b に関しては、派遣に先だって
派遣労働者と面接することが禁止されているため、
当該労働者の能力や適性を事前に見極めることが
できないという弊害が生じている。本件については、
「３か年計画」において、平成17年度検討とされた
が、前倒しで検討を行うべきである。

労働者派遣事業の適正
な運営の確保及び派遣
労働者の就業条件の整
備等に関する法律 第40
条の２、同施行令 第４
条第25号、労働者派遣
事業に関する実務指針
（労働者派遣事業関係
業務取扱要領）第９－４
－(25)、派遣先が講ず
べき措置に関する指針
（平成11年労働省告示
第138号）第２－３

厚生労働省

「各省庁からの再回答」で
は、「a.26業務に係る規定
等の見直し」について、「い
わゆる26業務として、派遣
受入期間の制限の対象外
とするためには、『専門的
な知識、技術又は経験を
必要とする業務』としてふ
さわしい専門性が求めら
れるところであり、例示さ
れている資格については、
適切なものとして考えてい
る。ただし、例示した資格
を有しなくても、これに相
当すると認められる者につ
いては、例示された資格を
有する者に含めて考えるこ
とは、労働者派遣法施行
令において既に明示して
いる通りであり、この考え
方に変更はないため、労
働者派遣事業関係業務取
扱要領を見直す必要はな
い」としている。「b.事前面
接の禁止規制の緩和」に
ついては、「３か年計画」の
なかで、「紹介予定派遣以
外の派遣を対象とした事
前面接の解禁のための条
件整備等について、紹介
予定派遣における事前面
接等の実施状況を勘案し
つつ、その検討を速やか
に開始する。」としている。
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5016 50160013 社団法人全国地方銀行協会 13
銀行の子会社等における法人向け
債権の保証業務の解禁

銀行の子会社の業務として、事業者に
対する事業の用に供する資金に関する
債務の保証業務を解禁する。

新たな中小企業金融への取組みの強化が求
められている中、保証会社の活用は不可欠で
あると考えられるが、外部の保証会社を活用
するだけでは内容が画一的になりかねず、地
域性に応じた柔軟な商品設計ができない。銀
行の子会社等に保証業務が解禁されれば、地
域の中小・零細企業に対し柔軟性のある保証
サービスを提供できる。本件については、「３か
年計画」を踏まえ、早急に検討を行うべきであ
る。

銀行法第10条第２項第
１号・銀行法施行規則
第17条の３第２項第３
号、平成10年金融監督
庁・大蔵省告示第９号
（平成10年11月24日）、
中小・地域金融機関向
けの総合的な監督指針
Ⅲ－２－７－１

金融庁

「３か年計画」では、「銀
行の子会社が事業性
ローンに係る信用保証
業務を行うこと及び保証
業務を行う銀行の子会
社が保証業務以外の業
務も兼業できるようにす
ることについて、銀行経
営の健全性の観点か
ら、検討を行う。」として
いる。

5016 50160014 社団法人全国地方銀行協会 14
自己競落会社の対象物件等に係る
規制の緩和

自己競落会社について競落対象物件
を拡大する。

競落により親銀行に配当がある物件に競落対
象が限定されているが、不良債権処理はグ
ループ全体で取り組むべき喫緊の課題であり、
子会社等に配当がある物件にまで対象範囲を
拡大すべきである。本件については、「３か年
計画」を踏まえ、早急に検討を行うべきである。

中小・地域金融機関向
けの総合的な監督指針
Ⅲ－２－７－２

金融庁

「３か年計画」では、「銀
行の他業禁止規定や自
己競落会社が担保不動
産を取得するのは親銀
行が債権を回収するた
めに真に必要な場合で
あって競落人が他に見
出せない場合に限定さ
れるとの規制の趣旨を
踏まえたうえで、不動産
市場への影響も十分勘
案しつつ、銀行等の財
務の健全性確保の観点
等に留意して、競落対
象物件の範囲を親会社
に配当の見込まれるも
のだけでなく、子会社・
関係会社に配当の見込
まれるものにも拡大する
ことを検討する。」として
いる。
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管理番号
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補助
番号
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制度の

所管官庁
その他

（特記事項）

5016 50160015 社団法人全国地方銀行協会 15 電磁的方法による決算公告の解禁
銀行にも電磁的方法による決算公告
（ホームページへの掲載）を解禁する。

平成13年10月の商法改正により、決算公告に
ついては、従来の日刊紙への掲載による方法
のほか電磁的方法も認められたが（商法第283
条第５項）、銀行については、銀行法第57条の
規定により日刊紙への掲載による方法しか認
められていない。多くの一般事業法人が電磁
的方法による決算公告を行い、経費節減等の
効率化を進めている中、電磁的方法による決
算公告が銀行にだけ認められないことは合理
性を欠く。また、利用者側からしてみても、常に
ホームページ上で過去５年分の銀行の決算公
告を閲覧できるようになるため、利便性が増す
ものと期待される。本件については、「３か年計
画」では取りあげられていないが、改めて検討
を行うべきである。

銀行法第20条、第57条 金融庁

「各省庁からの再回答」
では、「銀行における電
子公告の導入について
は、法務省における電
子公告制度の導入に係
る検討状況等を踏まえ
つつ、16年度中に具体
的な内容について検討
を開始する予定。」とし
ている。

5016 50160016 社団法人全国地方銀行協会 16
確定拠出年金制度における運営管
理機関登録事項の変更に係る期限
の緩和

運営管理機関の登録事項に変更が
あったときは、その日から２週間以内に
届け出なければならないとの期間制限
を緩和する。

変更時より２週間以内に届け出ることは時間
的にタイトな場合もあるため、本期間制限を緩
和（例えば、変更の都度届け出を行うのではな
く、定期的に年１～２回の基準日時点における
情報を届け出れば可とする等）すべきである。
現状、役員の氏名及び住所等、頻繁に変更が
生じ得る事項については、とりわけ登録事項を
管理する事務負担が大きくなっている。本件に
ついては、「３か年計画」では取りあげられてい
ないが、改めて検討を行うべきである。

確定拠出年金法 第89
条、第92条、確定拠出
年金運営管理機関に関
する命令 第２条、第３
条

厚生労働省

「各省庁からの再回答」
では、「確定拠出年金運
営管理機関の登録内容
については、加入者等
が閲覧できることとして
おり、加入者の権利保
護が図れないおそれが
あることから、遅滞なく
処理を行う必要があ
る。」としている。
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要望
管理番号

要望事項
管理番号
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事項
補助
番号
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要望

事項番号
要望事項
（事項名）

具体的
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要望理由 根拠法令等
制度の

所管官庁
その他

（特記事項）

5017 50170001
プルデンシャル生命保険株
式会社

1
骨髄移植ドナーに対する生命保険
給付について

生命保険の給付の対象となる事由に
ついては、保険業法第3条および保険
業法施行規則第4条において規定され
ているが、骨髄移植のドナーが受ける
骨髄採取手術については対象とされて
いない。
保険業法施行規則第4条に、「傷害に
類する事由」として、「骨髄移植ドナー
が受ける骨髄採取手術」を追加するこ
とにより、生命保険給付の対象に加え
てほしい。

現行販売中の医療保険・医療特
約の手術給付の対象手術に、骨
髄移植ドナーが受ける骨髄採取
手術を追加することにより、ド
ナーに対し、給付金を支払う。
これにより、ドナーが被る経済的
負担（骨髄移植のための入院に
伴う収入減少）を軽減し、ドナー
登録に対するネガティブな要因を
取り除くことにより、ドナー登録者
数増加に寄与し、ひいては骨髄
移植を待つ多くの血液難病患者
に貢献する。

白血病などの血液難病は、以前は有効な治療
法がなく治りにくい病気であったが、現在では、
多くの血液難病患者が骨髄移植により健康を
取り戻している。ただし、骨髄移植を成功させ
るには、患者とドナーの白血球の型を一致させ
る必要があり、この適合率は非常に低く、骨髄
移植を受けられない患者がすくなくないのが現
状である。
これらの患者を救うには、ドナー候補者として
一人でも多くの者を登録することが一番の近道
であり、骨髄移植推進財団でも、「ドナー登録
者数30万人」を目標に掲げ、様々な形でドナー
登録を呼びかけている。
生命保険会社としてドナー登録者数増加を支
援すべく、骨髄移植ドナーに対する給付を導入
したい。

保険業法施行規則第4
条

金融庁

5018 50180001 生命保険協会 1
保険会社本体による信託業務の代
理又は事務代行の解禁

・ 保険会社の付随業務として、既に銀
行等で行われている信託業務の代理
や事務の代行を行うことを認める。

・ 保険会社が顧客に対して信託商品の提示を
行えることとなれば、顧客利便性の向上、保険
会社のエクセスキャパシティ活用の観点から極
めて有効である。
・ 生命保険会社では、他の金融機関と共同し
てマスタートラスト業務等を行う信託銀行を設
立しているケースがあるが、マスタートラスト業
務等の代理を保険会社に認めることにより、当
該信託銀行の顧客基盤拡充や経営効率化、
保険会社の経営資源の有効活用が促進され
る。
・ なお、銀行等においては信託業務の代理が
可能とされており、かかる点との公平性を図る
必要がある。また、金融審議会「信託業のあり
方に関する中間報告書（H15.7.28）」では、信託
契約の取次ぎを行う者の範囲を幅広く認めるこ
とが適切とされている。

保険業法第98条、同施
行規則第51条、金融機
関の信託業務の兼営等
に関する法律施行規則
第7条の2の2※根拠法
令については、信託業
法改正案の内容によっ
て変動する余地あり。

金融庁総務企
画局信用課
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管理番号

要望事項
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補助
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5018 50180002 生命保険協会 2
生命保険会社本体による前払式証
票の発行に係る発行保証金の保全
契約締結業務の解禁

・ 前払式証票の発行に係る保全契約と
して、生命保険会社による債務保証を
可能とする。

・ 保全契約締結業務は、生命保険会社が既に
行っている債務保証に類似するものと考えら
れ、そのノウハウを活用できる。これによって、
保険会社の資産運用手段が拡大され資産運
用利回りの向上に寄与する。
・ 債務保証は、保険会社の付随業務として認
められており、リスク管理上も、貸付けと同様
の取扱いが求められており、本要望の実現に
よって、保険会社の健全性が害される恐れもな
い。
・ また、銀行・損害保険会社等においては当該
保全契約締結業務が可能とされており、かか
る点との公平性を図る必要がある。保険会社
の債務保証履行の能力は銀行等に劣るもので
はなく、前払式証票の利用者の保護の観点か
らも特段の問題は生じない。

前払式証票の規制等に
関する法律施行規則第
16条

金融庁総務企
画局信用課

5018 50180003 生命保険協会 3
保険会社の子会社による不動産投
資顧問業務の解禁

・ 保険会社の子会社、保険持株会社
傘下子会社で承認を受けずに行うこと
のできる業務として不動産投資顧問業
務を認める。

・ 投資家のニーズが有価証券に係る投資顧問
業務に限らず、不動産に係る投資顧問業務に
まで多様化する中で、賃貸のみならず売買取
引まで含めた不動産投資に係るノウハウを有
する生命保険会社が、子会社において不動産
投資顧問事業を行うことにより、投資家（特に
年金基金等を想定）に提供するサービスの充
実が図られるため（保険持株会社の傘下で承
認された実績がある）。

保険業法第106条、第
271条の22同施行規則
第56条の2、第210条の
7事務ガイドライン1-8-
1(2)⑥

金融庁総務企
画局信用課監
督局保険課
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5018 50180004 生命保険協会 4
従属業務を営む保険会社の子会社
等における従属業務に係る収入依
存度規制の緩和

・ 従属業務を営む保険会社の子会社
等に係る収入依存度規制を緩和し、複
数の保険会社や金融機関の共同出資
による従属業務会社の設立、保有を認
める。

・ 従属業務を営む子会社等に係る全額出資規
制が撤廃され、複数の保険会社等が共同出資
を行う形で従属業務を営む子会社等を保有す
ることが想定される。しかしながら、これら複数
の出資保険会社等の各々について、50％以上
の収入依存度規制を満たすことは不可能であ
り、実際に共同出資により従属業務を営む子
会社等を保有することはできない。
・ なお、保険会社や金融機関以外の会社との
共同出資による従属業務を営む子会社等の設
立、保有が実際に可能である一方で、保険会
社や金融機関との共同出資が認められていな
いのは、規制の均衡を失している。

金融庁告示第３８号事
務ガイドライン1-8-
1(1)(3)①

金融庁総務企
画局信用課

5018 50180005 生命保険協会 5
保険会社の経営破綻時における特
別勘定の保全

・ 特別勘定については、その財産的性
格の相違、保険会社における負債性の
相違から、100％の保全が行われるよ
う、保険業法等に必要な手当てを行う。

・ 特別勘定の責任準備金の価額は財産の価
額の時価評価額とされ、資産の運用リスクが
契約者に帰属するため、特別勘定は生命保険
会社の経営破綻の原因とはなりにくい。
・ 我が国においては、特別勘定のように投資
者のリスクテイクを前提とした商品について
は、信用リスクの所在を明確にするため、一定
の分別管理がなされていることを要件として破
綻リスクの遮断が図られている。
・ よって、生命保険会社が経営破綻に至った
場合に、例えば信託と同程度の分別管理を行
う等、特別勘定に属する資産が他の資産から
特定可能な状態で管理されているときには、特
別勘定の責任準備金の削減を行わないことが
妥当と思われる。

保険業法（現在該当条
項なし）

金融庁総務企
画局信用課法
務省民事局
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5018 50180006 生命保険協会 6
共済事業にかかる契約者保護ルー
ルの整備

・ 保険業法における「保険業」の定義を
明確化し、「保険業」に該当する共済事
業については、保険業法を適用する。
・ 各共済事業が「保険業」に該当する
か否かを金融庁が判断できるよう、金
融庁に共済事業に対する調査権限（報
告徴求、立入検査等）を付与する。
・ 根拠法のある共済についても、根拠
法によっては、消費者保護のための規
制が不十分なものがある。保険業法、
農業協同組合法、消費生活共同組合
法が、－契約の内容的合理性・公平性
の確保－事業の財務・業務内容の健
全性の確保－募集活動の適正性の確
保等において整合的な規制となってい
ないことを踏まえ、各監督官庁におい
て消費者保護の観点から整合的な規
制を整備する。

・ 保険業法上の「保険業」の定義における「不
特定の者」の基準が曖昧であるため、実質的
に共済業者が「保険業」を行っていても、公的
な監督が及ばないという問題がある。
・ また、「保険」「共済」ともに一般消費者から見
た保障の確実性に対する期待に変わりはない
ため、消費者保護のための規制は必要不可欠
である。
・ 公的な監督が及んでいないものについては、
消費者保護のための規制が全くないという問
題があり、公的な監督が及んでいるものについ
ても、その内容が異なるため、根拠法によって
は消費者保護のための規制が不十分という問
題がある。

保険業法、消費生活協
同組合法、農業協同組
合法等

金融庁総務企
画局信用課監
督局保険課、、
厚生労働省社
会援護局地域
福祉課農林水
産省経営局協
同組織課等

5018 50180007 生命保険協会 7
保険会社本体による信託業務の実
施

・ 保険会社本体で、保険金信託以外の
信託業務が行えるよう、保険会社本体
の業務範囲を見直す。

・ 保険と信託の親近性に鑑み、信託商品に対
する潜在的ニーズがあり、生命保険会社が資
産運用に係るノウハウを活用して信託商品を
取り扱うことができれば、顧客利便性の向上、
保険会社の収益性向上等の観点から有効で
ある。
・ なお、銀行等については、既に本体での信託
業務の兼営による参入が認められている。

保険業法第99条、金融
機関の信託業務の兼営
等に関する法律第1条、
同施行令第2条

金融庁総務企
画局信用課・市
場課
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5018 50180008 生命保険協会 8
保険会社本体による介護関連業務
の解禁

・ 保険会社本体での介護業務（居宅介
護支援、居宅サービス、介護に関する
調査・分析・助言等）の実施を可能とす
る。

・ 介護保険法施行により、介護関連業務に対
する社会的ニーズがますます高まっている中、
民間介護保険の引受・募集を行っている生命
保険会社が、既存の経営資源や全国的ネット
ワークを活用して、介護保険法に定める居宅
介護支援事業を行うことで、公民あわせた居宅
サービス計画の策定と給付金の支払いができ
るようになり、利用者の利便性が更に高まる。
・ 具体的には、保険会社のお客様窓口におけ
る居宅介護支援サービス（介護に関するコンサ
ルティング、ケアプランの作成、居宅サービス
事業者等との連絡・調整等）の提供、および保
険会社による居宅サービス事業（保険会社職
員による訪問介護の提供、保険会社の営業拠
点における福祉用具の貸与等）の実施。

保険業法第98条
金融庁総務企
画局信用課

5018 50180009 生命保険協会 9
保険会社本体による他の金融機関
のバックオフィス業務の代理又は事
務代行

・ 次の業務について、付随業務として
の認可の要否を法令上明確化する。
(1) 他の金融機関の資産運用受託関連
（記録・会計処理業務、資産の保管・異
動、ｼｽﾃﾑ開発及び運用管理、各種報
告書の作成、調査企画、全社的な資金
管理業務）
(2) 他の金融機関のバック・オフィス業
務受託関連（他の金融機関の情報処
理業務の受託）
・ その際、保険会社に求められるセ
キュリティ規範、情報隔離方法、ファイ
ア・ウォール規制等を法令上又は監
督・検査行政上具体的に明示する。

・ グループ内で経営資源及びエクセス・キャパ
シティーを共有し、経営効率化を図ることにつ
いて、保険業法上の取扱いが明確化されてい
ないため、保険会社経営の法的安定性・予測
可能性を害している。
・ 市場競争の激化・高度化に伴い、経営効率
の向上を目的としたバック・オフィス業務（巨額
の初期投資を要するコンピュータ・システムの
利用等）の共同化は、グループを超えた他の
保険会社・金融機関との共同化を視野に入れ
るべき状況となりつつある。
・ 金融機関経営のコングロマリット化の動向
は、保険業以外の業務を営むグループ企業の
情報処理等のバック・オフィス業務を保険会社
本体等において一元的に行う方向となることが
予測される。

保険業法第98条第1項・
第2項、第100条、第100
条の3、同施行規則第
51条

金融庁総務企
画局信用課、監
督局保険課
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「特区、地域再生、規制改革・民間開放集中受付月間」における全国規模の規制改革・民間開放要望事項一覧

要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望

事項番号
要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
制度の

所管官庁
その他

（特記事項）

5018 50180010 生命保険協会 10
 保険会社本体による投信販社契約
締結の代理もしくは媒介の解禁

・ 保険会社の付随業務として、系列投
信会社等における投信販社契約（証券
投資信託委託業者が証券会社または
登録金融機関との間で締結する「証券
投資信託受益証券の募集・販売の取
扱い等に関する契約」）締結の代理もし
くは媒介を行うことを認める。

・ 保険会社がその顧客である証券会社や登録
金融機関に対し系列投信会社等の投信商品を
提示できることとなれば、顧客利便性の向上、
保険会社のエクセスキャパシティ活用の観点
から極めて有効である。
・ 生命保険各社においては、グループ内の投
信会社を活用した資産運用の高度化・効率化
が図られているが、本体での投信販社契約締
結の代理もしくは媒介が実現することにより、
一層の顧客基盤の拡充と当該投信会社の経
営効率化が促進される。

保険業法第98条、同施
行規則第51条

 金融庁 総務企
画局信用課 監
督局保険課

5018 50180011 生命保険協会 11
保険会社本体による投資顧問契約
等の締結の勧誘

・ 保険会社本体で、系列投資顧問会社
等に係る投資顧問契約等の顧客の勧
誘を行うことを認める。

・ 現在、保険会社は、投資顧問契約等につい
て顧客の紹介を行うことは可能であるが、顧客
のニーズに対してより能動的に対応する観点
から、顧客の勧誘を行えることとすることが有
効である。
・ 企業年金市場における保険会社の顧客を中
心として、投資顧問会社の商品に対する潜在
的ニーズがあり、保険会社が顧客に対して投
資顧問契約等の勧誘を行えることとなれば、顧
客利便性の向上、保険会社のエクセスキャパ
シティ活用の観点から極めて有効である。

 保険業法第98条、同施
行規則第51条

 金融庁 総務企
画局信用課・市
場課
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「特区、地域再生、規制改革・民間開放集中受付月間」における全国規模の規制改革・民間開放要望事項一覧

要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望

事項番号
要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
制度の

所管官庁
その他

（特記事項）

5018 50180012 生命保険協会 12
関連法人等に対する業務範囲規制
の見直し

・ 関連法人等を業務範囲規制の対象
範囲から除外する。

・ 関連法人等については、その意思決定機関
を支配しているわけではなく、業務範囲規制の
対象とすることは、当該会社の経営上および他
の株主並びに取引先等に対し、著しく不利益を
与える場合がある。

事務ガイドライン1-8-
1(1)

金融庁総務企
画局信用課監
督局保険課

5018 50180013 生命保険協会 13
確定拠出年金制度における支給要
件の緩和

・ 企業型では退職時にも受給できるよ
うに要件を緩和する。

・ 退職時の資金ニーズが根強く存在する中
で、確定拠出年金制度を導入する際の最大の
ネックとなっている。

確定拠出年金法第28
条、第33条

厚生労働省
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「特区、地域再生、規制改革・民間開放集中受付月間」における全国規模の規制改革・民間開放要望事項一覧

要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望

事項番号
要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
制度の

所管官庁
その他

（特記事項）

5018 50180014 生命保険協会 14
確定給付企業年金における老齢給
付金の支給要件の緩和

・ 65歳超で定年年齢が設定されている
場合、65歳超の規約で定める年齢に到
達した時点で年金の受給開始を可能と
する。
・ 60歳から65歳の到達日からの支給だ
けではなく、規約で定める日（到達日以
降１年未満で）からの支給を可能とす
る。
・ 50歳未満で退職した者についても、
50歳以上60歳未満の規約に定める年
齢に到達した時点で年金の受給開始を
可能とする。
・ 加入20年以上でも規約に定める年齢
未満の中途退職の場合は、老齢給付
金を設定しない取扱を可能とする。

・ 制度設計の自由化により、幅広い企業の退職金
制度からの移行を促すため。
・ 制度設計の自由化により、適年制度からの移行
を促進するため。

確定給付企業年金法第
36条

厚生労働省企
業年金国民年
金基金課

5018 50180015 生命保険協会 15
 特別勘定に関する現物資産による
保険料受入、移受管

・ 株、債券等の現物資産による保険料
受入、移受管を可能とすべく法令上措
置する。

・ 新会計基準の適用に伴い、企業サイドでは、
保有している株式を当該企業の年金制度に現
物で拠出することにより、退職給付に係る積立
不足額を解消したいというニーズが高まってお
り、企業の保有株式の年金制度への現物拠出
は、企業間の持合株式を市場に悪影響を与え
ずに解消できる手段として有効視されている。
・ 現金化のコストは顧客にとって不利益とな
り、単独運用契約の場合、現物をそのまま移
管できれば資産価値を減じることなく移管が可
能となる。
・ 現金化に伴い、大量の株式の売却が行われ
た場合、株式相場等の下振れ要因になる。
・ 信託については、厚生年金保険法の改正に
より以上の取扱いが可能であるが、生保が法
的な解釈を理由に取扱えないと利用者利便が
著しく阻害される。

 保険業法第97条、第
118条、附則第1条の13
他

 金融庁 総務企
画局信用課
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「特区、地域再生、規制改革・民間開放集中受付月間」における全国規模の規制改革・民間開放要望事項一覧

要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望

事項番号
要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
制度の

所管官庁
その他

（特記事項）

5018 50180016 生命保険協会 16
外国保険会社等の免許申請時等に
おける「日本における代表者」の住
所の記載・告示等の廃止

・ 商法第479条（外国会社の代表者・登
記および公告）に基づき登記をしている
外国保険会社等については、内国保
険会社と同様に、（1）免許申請時に会
社登記簿の謄本を添付することによっ
て、日本における代表者の住所につい
ては免許申請書の記載事項から除き、
告示も不要とすること、（2）保険契約者
保護機構に加入する際の申請書の記
載事項から日本における代表者の住
所を除くことを要望する。

・ 保険業法第189条に告示の規定が設けられ
た趣旨は、外国保険業者の中には会社形態を
採らない事業者等もあり得ることから、このよう
な事業者の場合は会社登記による公示はない
ので、官報による告示をもって保険契約者等に
対して周知する必要があるためとされている
（保険研究会編「コンメンタール保険業法」294
頁）。
・ 従って、商法第479条によって内国保険会社
と同様に会社登記している外国保険会社等に
ついては、日本における代表者の住所を登記
しているので（商法第479条第3項）、日本にお
ける代表者の住所を届け出させ、告示すべき
合理的理由はない。
・ なお、外国保険会社の日本における代表者
の権利義務の承継は、新たな代表者の氏名お
よび住所について、支配人登記（商法第40条）
もしくは外国会社の日本における代表者の登
記（商法第479条第3項）または告示（保険業法
第189条）のいずれかがなされたときとしてお
り、登記か告示のどちらかで足りるとされてい
る（保険業法第192条）。これは、代表者の氏名
および住所について登記があれば告示は必要
ないことを裏付けるものである。
・ 外国保険会社等が保険契約者保護機構に
加入する時の申請書に日本における代表者の
住所の記載を求められているのも上記と同様
の趣旨と思われるため、これについても商法第
479条によって会社登記している外国保険会社
等については、日本における代表者の住所を
記載させるべき合理的理由はない。

保険業法第187条第1項
第2号、第189条、第209
条第2号保険契約者の
保護のための特別の措
置等に関する命令第2
条の2第1項第3号

金融庁総務企
画局信用課監
督局保険課

5019 50190001
（社）日本建設機械
　　　工業会

1
建設機械を許可寸法内におさめる
ために、分けられた構成要素の一
括輸送可能化

特殊車両通行許可を取得したセミト
レーラによる建設機械の輸送におい
て、本来一体で使用する建設機械を、
許可された寸法（高さ・巾・長さ）の範囲
内におさめるために分けられた、複数
（少数）の構成要素を、一括輸送するこ
とを認めていただきたい。

－

(1) 建設機械の複数の構成要素を同一車両で
輸送し輸送効率を向上したい。

(2) 「単なる物品を複数個積載する場合」と「本
来一体として用いる製品を、許可範囲内に抑
えることを目的に、分け、その結果、複数となる
ものを積載する場合」とは区別し、後者につき
配慮いただきたい。

(3) 省エネルギー、環境負荷軽減、交通量緩和
に有効である。

①保安基準第五十五
条、
②自動車交通局長依命
通達「基準緩和自動車
の認定要領」第３(1)

③道路法第四十七条の
二 、
④車両制限令第十二
条、
⑤昭和53年12月1日
付、建設省道交発「車
両の通行の制限につい
て」第96号第二(四)

国土交通省

一括輸送の対象とする
構成要素(例…本体、作
業機類、運転室、マフ
ラー、履帯・タイヤ、ト
ラックフレーム　等)の範
囲の設定や、構成要素
の数を少数に制限する
ことも考えたい。
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「特区、地域再生、規制改革・民間開放集中受付月間」における全国規模の規制改革・民間開放要望事項一覧

要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望

事項番号
要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
制度の

所管官庁
その他

（特記事項）

5019 50190002
（社）日本建設機械
　　　工業会

2
反復継続して輸送する場合の、制
限外積載許可の許可期間の延長

制限外積載許可において、反復継続し
て同じ経路を輸送する場合、許可期間
が、原則３ヶ月となっているが､それを､
原則１年間となるように延長いただきた
い。

－

(1) 申請届け出は､出発地警察署に行うが、運
送事業者の所在地が、出発地近辺でないこと
も多く、申請回数を少なくすることによって、警
察署までの申請・受領の往復に要する時間の
節減等、業務の効率化を図りたい｡

(2) 特殊車両通行許可の許可期間が、１年間
や半年であり、同等以上にしていただきたい。

①道路交通法第五十八
条
②平成12年1月26日
付、警察庁丙規発第3
号

警察庁

5019 50190003
（社）日本建設機械
　　　工業会

3
特殊車両通行許可（個別審査の場
合）の審査期間の短縮

特殊車両通行許可申請における、オン
ライン化等の業務合理化成果も取り入
れ、個別審査が必要となる場合の標準
処理期間を設定いただきたい(希望：３
週間以内)。
また、その標準処理期間を超えざるを
得ない場合は、審査結果の出る予定日
を教えていただきたい（例えば申請後、
１週間程度での通知）。

－

(1) 特殊車両通行許可（個別審査）に４週間を
超えることも少なくなく､顧客の要望納期に応え
るため、極力短縮したい。また、審査結果が出
る予定日が分からないと、業務の計画を立て
にくく、また、顧客や関係先に、納入予定時期
を報告できない。

(2) オンライン化による業務効率化が進められ
ており、その成果を基に、個別審査において
も、期間短縮を検討いただきたい。

①車両制限令第１２条、
②平成６年９月１４日
付、建設省道交発第７６
号

国土交通省

制限外積載許可も得る
必要ある場合は､さらに
５日程度を要するため、
特別困難なものを除き、
３週間程度での審査を
希望します。
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「特区、地域再生、規制改革・民間開放集中受付月間」における全国規模の規制改革・民間開放要望事項一覧

要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望

事項番号
要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
制度の

所管官庁
その他

（特記事項）

5020 50200001 兵庫県 1
公営住宅における目的外使用承認
手続きの簡素化、合理化

公営住宅の既存空家を活用して、コ
ミュニティ活動拠点や生活サービス活
動拠点等への利用が図るため、国にお
いて公営住宅の目的外使用承認の基
準等を設け、事業主体が基準に沿った
柔軟な対応ができるよう、承認にかか
る手続きの簡素化、合理化を措置す
る。

既存施設を有効に活用することにより、公営住
宅居住者のニーズに即した団地の活性化を図
る必要があるため。
【参考】
　現状においては、既存空家であっても、その
都度個別に所管省庁（国土交通省）の目的外
使用承認を受けた後でなければ目的外使用で
きず、地域の実情や個々具体の状況に応じた
柔軟な対応ができないため、活性化のための
施策が円滑に実施できない。
　なお、現時点で公営住宅の目的外使用承認
に関する基準等はない（使用承認期間は１年
（近畿地方整備局建政部住宅整備課確認））

補助金等に係る予算の
執行の適正化に関する
法律第22条

国土交通省

5021 50210001 油木町長 1
補助金で整備された公立学校の廃
校舎等の転用の弾力化

小学校統合（平成17年4月1日）に伴う
廃校舎の利活用を図るため、他の使用
目的とする必要が生じ、「補助金等に
係る予算の執行の適正化に関する法
律」等18の規定に係る補助金返還の免
除

介護支援施設として利用

・グループホーム1ユニット（9人）

廃校を予定している町立安田小
学校の校舎を町内のＮＰＯ「高齢
社会を活きる会」に無償貸付す
る

補助金により建築した小学校の廃校後の利活
用が地域住民等から求められている。
中でも福祉施設としてその設置の優先順位が
高い

補助金等に係る予算の
執行の適正化に関する
法律（昭和30法律第179
条）等18条の規定

文部科学省

１．公立文教施設費国
庫補助金の額の確定通
知書（写）

２．特定非営利活動法
人「高齢社会を活きる
会」総会資料

３．高齢者福祉に関する
要望書
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要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望

事項番号
要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
制度の

所管官庁
その他

（特記事項）

5022 50220001 医療法人 1
医療計画の適用を受けない小規模
病院群の新設

・医療法に定める病院としての施設の
構造設備及びその有する人員につい
て厚生労働省令の定める要件を満た
す有床診療所に対し、新たな病院群の
名称を付け、入院48時間規制と病床数
規制を撤廃、且つ、公的医療保険を適
用し、入院は有床診療所の診療報酬に
準じた算定を行い、いわゆる低報酬高
品質医療を推進する病院群の新設を
要望する。
・新たに設けられた病院群において
は、公的医療保険制度の特定療養費
の対象となる選定療養と高度先進医療
に限り自由料金を徴収できるよう要望
する。　　　　　　　　　　　　　　・新たな病
院群の開設に際しては医師、非医師を
問わず、開設を希望する個人、団体、
法人に対し開設地の市長村長が許可
する法改正を要望する。

・いわゆる高品質医療を病院に
比し低額な公的医療保険で提供
し、地域に密着した特色ある病
院事業を展開する。
・地域における患者とその世帯と
の交流を通じて、医療の提供を
行うとともに、医療と関連する領
域を活性化して地域の経済、雇
用、教育などに深く関わる新規
事業を展開する。

・現行の医療計画は、病院事業への新規参入
の規制と既存病院の既得権益を擁護し、良好
な競合に基く医療の新陳代謝を阻害している。
病床に空きを生じない地域では、既設病院の
増収を狙った増床申請が原因となり、これが既
得権益となっている。この実態が専門性の追
求、住民との密着、地域の要望、あるいは救急
要請といった課題を抱える個人または団体、或
は診療所の病院事業への参入を妨げている。
このことは国民医療の将来に憂えるべき問題
であり、住民が真に望む医療の充実には程遠
く、既設病院の肥大化を促し、地域医療に意欲
と情熱をもって飛込んだ医師達の活動を排除
することに繋がる。今後は国の負担を軽減する
低い診療報酬で安全で高品質な医療を実践す
る新たな小規模病院群を医療の核に据えるべ
きである。　　　　　　　　　　　　　　　　　・全国各
地における病院開設認可と保険医療機関の指
定を巡る訴訟については枚挙に遑が無い。

・医療法第1条の5、第７
条、第13条、第30条の3
・上記に係る厚生労働
省令および政令

厚生労働省

5023 50230001 愛知県津島市 1
首長の専決処分による首長の直近
下位の内部組織の設置及びその分
掌事務の決定

地方自治法第158条の規定により、地
方自治体において首長の直近下位の
内部組織の設置及びその分掌事務の
決定については条例の制定（議会の議
決）が必要だが、首長の専決によりこ
れを行い、議会に対しては報告のみで
可としようとするもの

　日本における地方自治制度は、有権者が直接選挙で首長と議会
議員を選ぶ二元代表制を採っているが、この制度はともに有権者
の信託を受けた首長と議会が互いに民意を代表することによる両
者の抑制と均衡、権力の分散に主眼が置かれている制度であると
考えられ、議会は首長と対等の機関として、その権限を有効に行使
し、自治体運営の基本方針の決定（議決）とその執行の監視を行う
のみならず、時には執行部に対する建設的批判（対案提出）勢力
になるなど、活発な政策論争になることが本来の制度に内在された
要請であると考えられる。
　さて、本市ではこの二元代表制における首長の権限を、次の理由
により、首長の直近下位の内部組織設置発案権のみならず決定権
もまた首長の固有の権限として内在しているものと理解しており、
当該権限を規定した地方自治法第158条の見直しを提案するもの
である。
①当該組織が効率的かつ効果的な組織編成がなされたか否かの
議会による判断は、組織設置時において推し量るのではなく、ある
程度時間を経た後に（行政評価などの評価結果に基づき）把握す
ることが適切であると考えられる。
②地方自治体の組織編成及びその分掌事務については、公約に
より公選を経て選出された首長がその公約（戦略）を効率・効果的
に実施するために行うものであって、非効率で効果を期待できない
組織編成等を行うことは考えにくく、また、仮にそうであったとするな
らば、住民は直接請求権の行使も可能である。
③（首長の組織編成及び分掌事務の発案に対する）「議会の修正
は長の提案した内容から現行の局部の状態に留まる」という行政
実例（S49.01.29）にもあるように議会審議においては、その案に対
する事実上の修正や撤回を求める議決を認めていないものと考え
られるが、そのことは事実上、組織編成及び分掌事務の決定権が
首長に相当程度帰属していることを認めているものと考えられる。
④第3回提案に対する総務省の回答では「行政組織は住民サービ
スを提供する窓口となるものであり、組織が所管する事務等につい
て議会に諮らなければならないため、議会審議は必要である。」と
しているが、②のように明らかに非効率な組織の編成等を行うこと
は考えにくく、また、組織改変に伴う窓口の変更等による住民の混
乱等についても、施行前に十分な周知や住民の意見聴取をすれば
足りるものであると考えられる。
⑤なお、パブリックコメントや住民投票などが一般化しつつある現
況からすれば、④の対応は必ずしも特別なことではなく、「議会軽視

地方自治法第158条 総務省
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要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望

事項番号
要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
制度の

所管官庁
その他

（特記事項）

5023 50230002 愛知県津島市 2
産業廃棄物に係る許可権限の市町
村への委譲

廃棄物の処理及び清掃に関する法律
の規定による産業廃棄物の処理に係
る包括的な権限を市町村に委譲しよう
というもの

廃棄物処理法は、一般廃棄物を市町村、産業
廃棄物を都道府県と所管を区分しているが、ご
み問題の大きなウェイトを占める産業廃棄物
の不適正な、あるいは不法な処理・処分の原
因のひとつは、現場を抱え市民の第一報を受
ける市町村に権限も機能もなく、都道府県が対
応を始めたときには取り返しのつかないほど事
態が深刻化することにあると考えられる。
廃棄物の不適正･不法な処理によって煤塵、悪
臭、土壌･地下水汚染など深刻な生活環境の
汚染に苦しんでいる住民を前に現行法の下で
は市町村は対応ができないが、市町村にその
権限を与えることによって環境被害を迅速に処
理することができる。
都道府県には、産業廃棄物の市町村域を超え
た収集運搬・処理処分の流れ全般を管轄し、
個別の処理施設等については市町村が管轄
することが実態に適した責務の分担であるとい
える。

廃棄物処理法第4条･15
条の2･19条･19条の5･
19条の6･19条の8

環境省

5024 50240001 社団法人不動産証券化協会 1
資産対応証券の募集取扱要件の緩
和

資産対応証券の発行時において、特
定資産の譲渡人（オリジネイター）が自
ら資産対応証券の募集等を行わない
場合には、特定目的会社の取締役又
は使用人が資産対応証券の募集等が
できるようにしてほしい。

資産対応証券は証券取引法上の有価証券で
あり、原則、証券業者による募集・販売等が義
務付けられている。例外的に特定資産の譲渡
人が届出後に募集等を行う場合のみ、証券取
引法の適用除外となっている。
しかし、特定資産の譲渡人が必ずしも特定目
的会社の設立発起人ではないため、特定資産
の譲渡人が資産対応証券の募集をする制度を
利用できないことがある。特定目的会社の取
締役又は使用人が、資産対応証券の発行時
において資産対応証券の募集等ができれば、
事業の促進とコストの削減につながり、より一
層投資家利益に資することとなる。

資産の流動化に関する
法律第150条の2

金融庁総務企
画局市場課
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要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望

事項番号
要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
制度の

所管官庁
その他

（特記事項）

5024 50240002 社団法人不動産証券化協会 2
特定持分信託の信託法第58条から
適用除外を明確化

資産流動化法の特定持分信託に関わ
る法文において、信託法第58条の適用
が除外されることを法文上明らかにす
るか、あるいは、当局の解釈を一般に
対して明確化することを要望する。

特定持分信託は、その制度主旨上、当然の要
請として、信託契約は解除できないものとする
ことが求められ、法文上も「委託者または受益
者が、信託期間中に解除を行わないこと」とい
う条件を付すことが求められている。ただし、信
託契約書にこのような条項を入れたとしても、
信託法第58条の適用があるのかどうかは明ら
かでなく、制度主旨が充分に活かされていな
い。そのため実務上は、信託法第58条の適用
を避けるために、受益者を複数にするという、
制度主旨からすれば、およそ本質的でない手
当てを求められることも多く、徒にスキームを
煩雑化させている。

資産の流動化に関する
法律第31条の2

金融庁総務企
画局市場課

5024 50240003 社団法人不動産証券化協会 3
特定社債に関する担保付社債信託
法の一部適用除外

特定社債について、担保付社債信託
法の一部適用除外とすることができる
よう要望する。

特定目的借入に担保をつけると、特定社債に
も担保をつけざるを得なくなる場合が多い。こ
の場合、担保付社債信託法が適用となる。そ
の際、以下の規程が適用され社債権者の保護
が行われる結果、柔軟な担保処分の仕組みを
求める社債権者の利益にかえって反することと
なっている。特定社債について、社債権者の利
益を守り、資産流動化法の活用を推進するた
め、資産流動化計画に規定すること等一定の
要件を満たす場合に、以下の規程を適用除外
とすることができるように要望する。①「平等な
担保利益の享受」（担信法第71条）②「転質・流
質契約の禁止」（担信法第73条）③「担保の変
更」（担信法第75条）「担保権の順位の譲渡ま
たは放棄」（担信法第75条の２）④「担保権の
実行」（担信法第82条）

資産の流動化に関する
法律第113条

金融庁総務企
画局市場課
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要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望

事項番号
要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
制度の

所管官庁
その他

（特記事項）

5024 50240004 社団法人不動産証券化協会 4 投資法人の資金調達手段の多様化
投資法人が発行できる債券として、投
資法人債に加え、ＣＰの発行を可能と
することを要望する。

投資法人の資金ニーズに柔軟に対応すること
ができるように、資金調達手段としてＣＰを加え
る。短期資金の調達にあたり、ＣＰであれば現
状の借入に比べ調達コストが低いことから利益
が向上し、ひいては投資家の利益につながる
ため。

投資信託及び投資法人
に関する法律

金融庁総務企
画局市場課

5024 50240005 社団法人不動産証券化協会 5 投資法人の規約変更手続の緩和

租税特別措置法などにおいて、投資法
人の規約への記載が求められる改正
があり規約変更が必要となった場合に
は、投資主総会ではなく官報へその旨
を掲載することなどで済むよう要望す
る。

投資法人の規約変更は投資主総会の承認を
要し、租特法などの改正が行われた場合に機
動的な規約変更が出来ないため。

投資信託及び投資法人
に関する法律第140条

金融庁総務企
画局市場課
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要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望

事項番号
要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
制度の

所管官庁
その他

（特記事項）

5024 50240006 社団法人不動産証券化協会 6 大量保有報告制度の導入

一般の株式等と同様に、証券取引法に
規定する大量保有報告制度（５％ルー
ル）を投資法人の投資証券にも適用さ
れるよう要望する。

証券取引法で大量保有の５％保有者は大量保
有報告書を提出しなければならない（証券取引
法第27条の23）、と規定されており、その会社
は比較的早く大量保有者の保有割合等を把握
することができる。しかし、対象となる有価証券
の範囲に投資法人の投資証券が含まれていな
いために、現状では投資法人の投資証券の大
量保有者は期末まで判明しない。今後、投資
証券が公開買付制度の対象に追加される予定
であり、投資法人及び投資主が早期に大量保
有者を把握しておくことにより投資口の市場価
格や市場における需給関係への影響を事前に
予想できるため。

証券取引法第27条の23

金融庁総務企
画局市場課企
業開示参事官
室

5025 50250001 在日米国商工会議所(ACCJ) 1
銀行等の保険募集に係る保険商品
の全面解禁

銀行の保険募集につき、現在の商品
規制を撤廃し、民間の保険会社が提供
する全種類の保険商品の販売を認め
るよう求める。

全面的な解禁は、銀行による保険販売の自由
化が日本の消費者にもたらす利益を最大化
し、外国保険会社を含むすべての保険会社に
とっての公平性を確保するために必要不可欠
である。消費者利益の観点からも、保険商品
の全面解禁により、銀行における金融商品の
販売方法は、これまでの金融商品の説明に重
点をおくものから、顧客のニーズに基づいたコ
ンサルテーションを行い最も適切な金融商品を
推奨する販売手法への変化が促進される。特
に、消費者保護及び市場監督のいづれの観点
から見ても、銀行が販売できる保険商品の自
由化を商品で区切って段階的に行うべき根拠
は存在しない。

保険業法第275条
保険業法施行規則第
211条（及び、同条の2、
同条の3）

金融庁
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要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
要望

事項番号
要望事項
（事項名）

具体的
要望内容
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5025 50250002 在日米国商工会議所(ACCJ) 2
銀行の保険募集に係る「非公開情
報保護措置」の撤廃

「非公開情報保護措置」により、銀行等
が知り得た顧客情報を有効活用した保
険募集をすることが妨げられていること
から、撤廃すべきである。

銀行等による保険募集については、保険業法
に基づきその適正な募集と契約者保護が図ら
れることに加え、保険の購入が当該銀行との
他の取引に影響しないことの明示など銀行等
がその優越的地位を使ったいわゆる圧力募集
等の弊害防止措置がすでに講じられている。
加えて、当該規制により、銀行等がその行う業
務（保険募集に係るものを除く）に際し知り得た
顧客に関する非公開情報を保険募集に利用す
ることにつき事前に当該顧客から書面による同
意を取得しなければ、銀行等は保険募集を行
うことができない。

かかる規制は圧力募集等の弊害防止という規
制の趣旨に照らして過度の規制となっている。
もしも銀行等の金融商品販売に圧力募集等の
弊害があるのであれば、銀行等が保険以外の
金融商品を販売する場合にも同様の非公開情
報保護措置が義務付けられるべきであるが、
保険以外の金融商品の販売につきそうした規
制は存在しない。

保険業法施行規則第
211条第１項第2号（及
び、同条の2第１項第2
号、同条の3第１項第2
号）

金融庁

5025 50250003 在日米国商工会議所(ACCJ) 3
銀行等の保険募集に係る「非公開
情報保護措置」の即時明確化

万が一、当該規制の撤廃が遅れる場
合は、金融庁は事務ガイドライン等に
おいて規制内容を、以下のとおり、直ち
に明確にすべきである。
１．保険募集に利用されると弊害が発
生するおそれの高い「非公開情報」を
具体的に例示すること。又、顧客の氏
名･性別･年齢･住所･電話番号･ｲｰﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽ等は銀行等の「特別の情報」で
はなく、銀行等が保険募集に利用し得
る情報であることを明確にすること。
２．同意取得方法について、銀行等が
その取引に伴い得た顧客情報を保険
募集に利用することを明示し、顧客が
かかる利用を望まないことの意思表示
をしたときにこれに応ずる方法も「その
他の適切な方法による同意」に該当す
ることを明確にすること。
３．銀行等における保険商品の販売方
法がこれまでの対面販売から郵送･電
話･ｲﾝﾀｰﾈｯﾄなど他の方法に拡大する
ことが予想されることから、販売方法ご
との弊害発生の可能性に基づいた同
意取得方法･時期につき明示すること。
４．本措置につき、文書による開示と説
明を行い、第一回目の保険販売が終
了するまでに当該顧客からの同意を取
得することが、「その他の適切な方法」
のひとつに該当することを明確にする
こと。

個人･顧客の権利利益の保護は個人･顧客情
報の有用性とのバランスの上で図られるべき
（個人情報の保護に関する法律第1条参照）と
ころ、当該「非公開情報保護措置」において
は、非公開情報の範囲や同意取得時期･方法
が明確でないため、銀行は顧客氏名･住所等
を含めて非公開情報として事前の同意取得に
つき厳格な対応をしており、その結果、この非
公開情報保護措置が銀行の保険販売におけ
るその顧客情報の有効利用にとって過度の障
害となっている。

保険業法施行規則第
211条第１項第2号（及
び、同条の2第１項第2
号、同条の3第１項第2
号）

金融庁
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5026 50260001 青森県弘前市 1 懲戒減給処分の公平化

地方公共団体の職員のうち企業職員・
単純労務職員の懲戒減給処分につい
て、労基法９１条の適用があるものとし
て取り扱われている運用（規制）を緩和
し、一般行政職員との均衡を著しく失す
る場合は、労基法９１条の適用がない
あるいは労基法９１条に優先して地方
公務員法第２９条が適用されるものとし
て運用することも許容してほしい。

一般行政職員、企業職員、単純
労務職員という区分にかかわら
ず、同一事由による懲戒処分を
受ける場合、同程度の量定・効
果にすることが可能となる公平、
公正な人事管理体制を確立する
ことで、地方公共団体における
規律と秩序を維持する。

一般行政職員、企業職員、単純労務職員とい
う区分により懲戒減給処分の効果額が最大３
６倍余となる不均衡が生じる。懲戒処分は公務
員制度と密接不可分のもので、公務員として欠
くことのできない規制であるから、民間企業の
勤労者と同様の取扱いをすべきものではない
と考えられる。国家公務員の企業職員及び現
業職員は、地方公務員の企業職員及び現業
職員と同様の法形式で形式的に労基法が適
用されるが、懲戒減給処分は労基法９１条に
優先して行える。国家公務員について労基法９
１条の規定の適用がないことを是認した東京
地裁判決がある。

地方公務員法第５８条
第３項、地方公営企業
法第３９条第１項、地方
公営企業労働関係法附
則第５項、労働基準法
第９１条

総務省

○関係法令抜粋
○富岡営林署減給事件
東京地裁判決
○労務管理要覧
○行政実例
○仙台市行政機構図
○地方公営企業資料
○地方公務員法資料
○企業職員数資料

5027 50270001
愛知医科大学高度救命救急
センター、中日本航空株式会
社

1
屋上非公共用ヘリポートにおけるド
クターヘリヘの給油行為の容認

先の全国規模での規制改革要望で同
問題を申請した。規制改革要望管理番
号：５１３９での回答は「給油取扱所に
ついては延焼防止等の火災予防上の
観点から地盤面上に設置することを前
提としており建築物の上に設置するこ
とは適当ではない。」となっている。何ら
かの条件をつけて認可できないものか
検討をお願いしたい。海外では実行さ
れていることでもあり、又救命率の向上
の上からもぜひ認可されたい。

全国的にドクターヘリは欧米の
先進国に比較しても何ら遜色な
い実績をあげている。わが国のド
クターヘリを受け入れれる病院
は全て救命救急センターであり、
それなりの都市部又は近郊の大
病院である。愛知医科大学高度
救命救急センターでも土地の有
効利用とドクターヘリから病棟ま
での患者搬送時間の短縮のため
屋上にヘリポートを計画してい
る。ところが給油のためだけに構
内にもう一箇所のヘリポートを設
けることは不合理である。何らか
の条件付で容認されたい。

以下のような条件では認可できないか？１．ヘ
リパッド面と病室のあるフロアーの間に２階程
度の病室でないフロアーを設け延焼防止を図
る２．指定数量以下の給油しか認めない。３．
貯蔵、ポンプ等は地上に設け配管により屋上
に油送しその先にホースをつけて給油する。

消防法１０条４項 総務省消防庁  
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